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概 要
本論文の目的は、現在我が国で注目され始めている空き家問題にフォーカスし考察
を行い、そこで成立しうるビジネスモデルを構築するための方法を模索する事である。
具体的には、まず第 1 章で問題提起、本論文で論じる空き家とはどういうものかに
ついて定義する 。第 2 章で我が国の空き家の現状、そして問題に至るまでの歴史的背
景を整理する。第 3 章では現在の東京都における空き家の現状と、その施策について
インタビューを元に考察する。第 4 章で PEST 分析、ポーターのファイブフォース分析
でこの業界での成功要因を抽出し、そしてこの業界で成功出来るビジネスモデルを明
らかにする。成功要因として、以下の 3 つの特徴を抽出することが出来た。①利益性
②安全性③信頼性である。またこれらの成功要因を既存企業の研究の中で更に分析し
た。第 5 章では、以上のことを踏まえて新しいサービスである Rooming について詳細
を述べ、空き家問題の解決に結びつくようなビジネスモデルを考察する。
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4第 1 章 はじめに
この章では筆者が「空き家問題」までに至った経緯から、今回の論文で扱う空き家
の定義の以上二節から成る。
第一節 問題提起に至った経緯
筆者が今回テーマを空き家に設定したのには 2 つ理由がある。1 つ目は 6 年後に控え
るオリンピックである。オリンピックまでにそれに付随したビジネスが何かできない
かと模索していた。みずほ総合研究所による試算によると、2020 年までに訪日外客数
は 2000 万人を超えるとされている。
【図表 1 2020 年までの訪日外客数の試算】
(出所)オリンピック経済効果シリーズ⑦, みずほ総合研究所
http://www.mizuho-ri.co.jp/publication/research/pdf/insight/jp140908.pdf
しかしそれに対し、東京都内にある宿泊施設の数は、シティホテルや旅館含め 2900
程である。単純計算してみても圧倒的に不足しており、6 年後のオリンピックに向けて
どういった対応が可能になるかが論点になる。
2 つ目は筆者が将来受け継ぐ予定になっている 1 軒の家である。これは千葉にある祖
父母の家であるが、将来 2 人がいなくなってしまった後、管理する者が誰もいないと
いう状況に陥ってしまう。立派な庭がついており、家の造り自体は悪くないが、立地
5が悪く、四方を田んぼに囲まれている。近くの不動産屋に相談したところ、買い手が
見つかったとしても 10 分の 1 程度の値段にしかならないとのこと。かといって管理者
のいないまま放置するわけにもいかず、どうしたものかと頭を抱えていると、こうし
た空き家の問題が現在社会問題になりつつあるとのニュースを耳にした。空き家が増
えることで放火や窃盗など、悪質な犯罪の巣窟になってしまうこともあるようだ。
では、増加する空き家とオリンピックを何とか結びつけることはできないだろうか。
増加する外国人客を招くための宿泊施設を、空き家を使って作ることができないだろ
うか。それが今回この論文を執筆するに至った経緯である。
第二節 空き家の定義
まず、空き家の定義について、北村（2012）の観点から論ずる。空き家という単語
を辞書で引くと、「人の住んでいない家」とある。多くの人が持っているのは「人が常
時住んでいない家」というイメージではないだろうか。しかし北村（2012）曰く、行
政的にアプローチをかける際は、更に対象を絞る必要があるという。下図は北村（2012）
の作成した、空き家のレベルを図に表したものである。北村（2012）は三つの観点か
ら空き家の定義を整理している。一つ目は常時居住性があるかどうか、つまり常に人
が住んでいる状態であるか、という点。二つ目は適正管理性があるかどうか、つまり
適正な管理（ゴミ処理や雑草処理等）が定期的になされているか、という点。三つめ
は流動化可能性があるかどうか、この場合の流動化とは市場に出回る可能性のことを
指し、それが可能であるかどうか、以上の三つである。その三つの観点を用いてそれ
ぞれのレベルを簡単に整理すると以下のようになる。
Level 1 人がいつも住んでいる訳ではないが、適正に管理されている。
Level 2 人は全く住んでいないが、適正に管理されている。
Level 3 人は全く住んでおらず、管理もされていないが、貸すつもりはない。
Level 4 暫く人が住んでおらず、管理もなく住むには修繕が必要。
Level 5 長い間人が住んでおらず、老築化が進み大掛かりな修繕が必要。
Level 6 長い間人も住んでおらず、廃屋化してしまい人が住めない。
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【図表 2 「空き家」のピラミッド】
（出所）北村喜宣.(2012).空き家等の適正管理条例.東京.地域科学研究会.P.4 より引用
Level1 ではまだ人が住んでいない状態ではないので、賃貸として市場に出すことはで
きない。Level2 のように全く人は住んでいないが、適正な管理状態に置かれている空
き家は流動化可能性があり、行政が介入する程の問題にはならない。しかし、北村（2012）
曰く最も多くみられるのが Level3 の状態の空き家であるという。その一番の理由が、
仏壇が置かれている為である。そもそも空き家になる理由の多くは、そこに住んでい
た人間が亡くなるというケースである。傾向として、65 歳以上の高齢者の持家居住率
が高いことが挙げられる。夫婦のどちらかが亡くなると、家族は残された両親を心配
し自分の元へ引き取り、そうするとそこに住む人間がいなくなってしまう。よって荷
物や仏壇だけその場所に放置され、結果的に空き家になっているというパターンが多
いのである。それでも適切な管理が後々行われていれば、流動化可能性も高まり他の
人に貸すこともできるが、実際はそううまくいかず、管理が行われないことの方が多
い。そうなると結局貸すことができない状態になり、廃屋化してしまうのである。
では具体的にどのような問題が現在起こっているか、次章で論述する。
第 2 章 現状問題
この章では現状日本で空き家がどの程度問題になっているかを整理し、またその理
由を歴史的背景を踏まえた上で論じる。
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第一節 現状問題
上述したように、空き家問題というのが日本で今、大きな社会問題になりつつある。
次の図表 3 は現在の住戸数と世帯数から空き家率を算出したものである。
【図表 3 総住宅数・総世帯数・空き家率】
（出所）平成 25 年住宅土地・統計調査（総務省統計局）を基に筆者が作成
このデータは総務省が 5 年ごとに行っている世帯の居住状況などをまとめた住宅・
土地統計調査である。2013 年の総住宅数は 5 年前と比較して 305 万戸増加（5.3%増）、
空き家数は 63 万戸（8.3%増）増加している。
この総住宅数は 1968 年には既に総世帯数を上回っており、2013 年には空き家率が
13.5%と過去最高の数値になっている。このまま空き家が増加すれば、近所の 3 軒に 1
軒が空き家、という未来もそう遠くはない。既にある中古住宅をうまく回すようにす
れば、住宅戸数は増加せず、空き家率も減少するはずであるが、そうならないのは住
宅ストックと顧客ニーズが合致していないからであり、これが日本の全国的な空き家
の状況だと言える。
8空き家が多い、低い都道府県は以下の通りである。
【図表 4 都道府県別空き家率】
（出所）平成 25 年住宅土地・統計調査, 総務省統計局
http://www.stat.go.jp/data/jyutaku/2013/10_1.htm
空き家率が最も高い都道府県は山梨県の 17.2%で、次いで四国の 4 県が挙がっている。
ここで一つ指摘しておくが、北村（2012）曰く、山梨・長野は東京在住の人間が別荘
として家を購入するケースが多いため、どうしても空き家の数は目立ってしまう。空
き家率の最も低い都道府県は宮城県だが、これは震災の影響があるものと筆者は推測
する。関東地方の多くは空き家率の低い都道府県にランクインしているが、今回は 2020
年の東京オリンピックを想定している為、空き家ビジネスの範囲を東京、もしくは東
京に近い関東圏に設定する。
では、空き家はどういった経緯で発生し、そして何故増加し続けているのか、とい
うことについて論じていく。空き家が発生してしまうこと自体は悪いことではなく、
賃貸物件として市場に出すことができれば、またそこに人が住むことができる。中古
住宅市場は日本ではあまり活性化していないが、欧米では住宅流通シェアの 7 割以上
が中古住宅と、非常に大きな市場でもある。何故日本では中古住宅が市場に出回りに
くいのかは、次節で後述するが、多くの日本人は中古住宅よりも新設住宅を好む傾向
にある。よって空き家は増加する原因の一つは、中古住宅が市場に出回らないことで
あると考えられる。
9【図表 5 既存住宅流通シェアの国際比較】
（出所）平成 26 年中古住宅流通市場活性化に向けた取り組みについて.国土交通省
http://www.mlit.go.jp/common/001046295.pdf
北村（2012）は空き家が社会問題化している理由として 5 つ挙げている。
1. 認識的理由
空き家が発生する理由は様々あるが、空き家の状態が悪く近所に迷惑をかけてしま
うことを考えれば早急に対応せざるを得ない。しかし自分がその町に居住していな
ければ、そのコミュニティのことは気にならないものである。
2. 経済的理由
空き家の維持・管理にはある程度の経済力が必要な上、リフォームが必要となると
まとまった資金が必須である。特に利用もしていない家にそこまでの投資をする必
要はないと考えられやすい。
3. 税制的理由
固定資産税は家屋が立っている場合、住宅用地特例が適用され、税額が 6 分の 1
となる。よって空き家を解体しても税額が上がるだけで家主にメリットはない。
4. 行政的理由
空き家の有無を調査する場合、個人情報の壁が厚いという問題がある。
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5. 法律的理由
法律的な面で一番多いのは相続の問題である。正式に相続していないので手が付け
られない、揉めている等で行政などの第三者も介入するのが難しい。
以上の 5 つの理由から空き家は放置される傾向にあり、現在それが表面化し社会問
題に発展してきている。この増加し続ける空き家問題に対し、各都道府県の自治体が
動きを見せ始めている。また空き家に対する助成・補助については国土交通省も 2008
年より「空き家再生等推進事業」という施策を打ち出している。この施策は不良住宅
や地域活性化を阻害する一因となっている物件に対し、除却や活用する際にその費用
の一部を負担する、というものである。しかしその補助を受けた物件は公共に開放さ
れる必要があり、私有財産には基本的に補助はない。ここまで制限があるとなかなか
希望者は増えないのではないだろうか。現在東京都でも各自治体で様々な施策が行わ
れているので、次章で具体的な事例をいくつか取り上げて考察する。
第二節 空き家問題の生まれた背景
上述したように各都道府県で空き家は確実に増加している。しかし、空き家に関す
る問題は何も今に始まったことではない。
ここで我が国の戦前における住宅政策観とはどういうものだったのか、ということ
について、本間（2004）の観点から少し触れておきたい。本間（2004）によると、日
本で初めて体系的住宅政策と言われるものが取られたのは 1918 年だという。その中で
当時内務省社会局長官であった長岡隆一郎は、当時の低所得者の為の住宅政策につい
て下記の様に述べている。（本間義人. 2004. P2-3）
下層階級ノ者ニ生活ノ安定ヲ得サセル第一ノ要素トシテ、自分ノ家
ニ住ハセルト云フコトハ、極メテ良イ政策デアリマシテ思想上ニモ非常ニ安
定ヲ感ズル、此事ハ洵ニ望マシイ」…しかし、入居者に大きな負担をかける
と、それは「社会政策デハナク寧ロ下級民ニ対シテ、非社会政策ニナリマス
カラ、家賃ヲ大体上ゲナイヨウニシテ良イ処ニ住ハセルヤウニシタイ」とい
うわけである。
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当時においては住宅を保証することが低所得者の生活全般を保障することに通じ、
保障の重要性というのは日本社会の根底にあり、それが今日においても変わらず、む
しろ高齢化社会に突入した現代においてそのウェイトは更に高まっていると指摘して
いる。
1945 年 8 月、日本は終戦を迎えた。1941 年に始まった太平洋戦争により、日本全国
で大きな被害を被ることとなり、全国で戦災を受けた都市は 120 を超えた。下図は敗
戦直後の住宅不足戸数を表に記したものである。
【図表 6 敗戦直後の住宅不足数（1945 年 8 月現在）】
（出所）本間義人.(2004).戦後住宅政策の検証.東京.信山社出版.P.41 より引用
約 210 万戸が空襲によって焼失しており、これは開戦時の全国の住宅総数の 15%にあ
たる。また強制疎開よって取り壊され、海外引き揚げ者の為の重要など、戦後の住宅
事情は極めて劣悪なものであった。このことから戦後直後は約 420 万戸の住宅不足が
出ていたと推測されている。戦後すぐの住宅政策はこうした住宅不足の解消を第一目
的としていた。そうして初めて取られた政策が、バラックや仮小屋に住まう人たちに
如何にして冬を越えさせるか、ということで 6.25 坪の簡易住宅を半額国庫補助によっ
て地方自治体に建設させようとするものであった。しかし当時は食料供給が優先とさ
れていたため、資金や資材、土地が十分に確保できず、同年度の建設戸数は目標の 30
万戸に対し、わずか 4 万 3000 戸に留まった。この住宅措置は予算措置によって毎年行
◆１ 戦争による不足
―空襲による消失 2,100,000 戸
―強制疎開の取り壊し 550,000 戸
―海外引き揚げの需要 670,000 戸
―戦時中の供給不足 1,180,000 戸
計 4,500,000 戸
◆2 戦争死による需要減 -300,000 戸
◆1‐◆2 戦争時の住宅不足 4,200,000 戸
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われることになり、後の公営住宅制度の端緒となる。
以降海外からの引き揚げ者に対し住宅として利用できる建築物を住宅化する、人口
10 万人以上の都市への転入制限など応急的住宅対策は次々に実施されていった。しか
し、一般国民への住宅事情の改善は進む兆しを見せなかった。本間（2004）曰くその
理由は大きく二つあるという。一つは、占領軍による兵舎および宿舎の建設に財政と、
多くの労働力を割かねばならなかったこと。もう一つは食料を確保する為の開拓地入
植住宅、炭鉱及び産業労働者用の住宅政策に資金と資材が集中されたことである。こ
の二つの要因が一般国民への住宅政策を大きく圧迫していた。
では、この一般国民への住宅政策を進める打開策はなかったのであろうか。ここで
本間（2004）が取り上げているのか、金融公庫の設立である。（本間義人. 2004. P43）
『建設省 50 年史』は「（国庫補助住宅のみによっては）膨大な住宅不足の解
消を期待することはできず、また、財政上の理由から急激な戸数増を実現する
こともできなかった。このように終戦直後の住宅対策は、重大な障害に行きあ
たり、抜本的対策を必要としていたのである。ここに本格的な住宅金融制度の
創設が重要な課題になったのである」としるしている。
ここで戦後五年間の住宅建設戸数を見てみる。
【図表 7 戦後 5 カ年間の住宅建設戸数】
年度 1945 1946 1947 1948 1949 計
区分
政府施策住宅 A 105,067 155,151 114,619 86,591 51,071 512,499
民間自力建設 B 130,733 304,149 511,481 654,309 319,029 1,919,701
計 C 235,800 459,300 626,100 740,900 370,100 2,432,200
A／C(%) 44.56 33.78 18.31 11.69 13.80 21.07
（出所）本間義人.(2004).戦後住宅政策の検証.東京.信山社出版.P.43 より引用
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上図を参照するとわかるように、政府施策による住宅建設数は年々減少の一途を辿っ
ている。具体的な数値でいうと、新設の国庫補助住宅は 1948 年度の場合 4 万 6000 戸
（表の数字は 86,591 となっているが、これは新設だけでなく既存の建物活用住宅も含
まれている）であったのに対し、1949 年度の予算にあっては、公共事業費の大幅な削
減により 2 万 5000 戸に減少している。しかし住宅不足は未だ 350 万以上あり、この全
てを政府施策で賄うとすると、長い時間を要することになる。そこで打開策として浮
上したのが住宅金融制度であり、この制度を創設し、民間の自力建設を奨励する以外
にほかないということになった。そうして 1950 年 6 月に住宅金融公庫が発足したので
ある。
当時の建設計画は鳩山内閣の経済政策に乗っ取り住宅建設10カ年計画として打ち出
された。当初の住宅不足数を 270 万戸と推定し、それを 10 年間で解消しようというも
のである。しかし、ここで本間（2004）が指摘しているのが、当時の建設計画という
のは位置づけが非常に曖昧であり、その時々の経済状況の影響で逐一変更されていた、
という点である。その点を補う為に 1966 年 6 月、住宅に関する総合的な計画立法とし
て住宅建設計画法が定められた。この法律は国民の生活が安定するまでの間、住宅の
建設に関する計画を 5 年ごとに策定する、というものである。最も特徴的な点として、
この法律は公的資金による住宅建設だけでなく、民間による住宅建設も含めた全ての
住宅建設の目標を立てている、という点にある。それほど当時の住宅事情は非常に切
迫したものであり、政府はこれを“社会福祉の増進”と位置付けていた。
これらの政策は一見するととてもうまく機能しているように見える。しかし筆者は
これらの政策に空き家が急増する原因があったのではないかと推測する。当初こそ“低
所得者で十分に安定した生活を確保できない国民の為”であったり、“社会福祉の増進”
と位置付けられてきたこれらの政策は、時を経るにつれ経済対策の主要手段に変化し
ていった。オイル・ショック、急激な円高・ドル安、バブル崩壊など、経済危機が起
こるたびに政府は新築住宅の購入を奨励し、補助金や融資額の拡大、購入しやすくす
る為の免税制度など、あらゆる施策を講じた。何故なら、例えば 3000 万の新築を購入
した場合、資材・資金の調達などで 6000 万円分の経済効果があると言われており、政
府はなんとか景気を昂揚させようと新築建設に拍車をかけていったのである。ここで、
大野（2001）の総括を引用する。
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「こうした新たな住宅政策はその帰結として何をもたらしたであろうか。
第一は、住み続ける権利は一向に解決されることなく定住の危機が増大して
いる。特に居住リスクの高い高齢者にとって、民間借家を借りにくい状態が
起きている。（中略）第二は、住宅建設計画法の下に地域活性化として都市
再生をねらい、住宅建設が促進されているが、他方で空き家住宅が多発し、
全住宅の約 10%に達している。住宅建設計画が、本来の長期的計画性をもた
ず将来の人口減に対する見通しなくして、景気対策優先を中心として計画が
進められているからである。ここでも、土地政策の無い公共住宅の民営化、
民間住宅の規制緩和が定住危機を招く根源となっている。」
大野の言う通り、昨今の空き家率の上昇には、こういった背景があると考えられる。
景気対策のみに論点が置かれ、人口の増減に合わせた住宅建設計画が立てられなかっ
たのである。（本間（2004）はその空き家の中には居住水準に達していないものが 3 割
程度存在していると主張している。）
本間（2004）は本書の中で、我が国が今後どういう住宅政策を選択していくかは、
どういう国家を目指すか、というところに直結していると言う。住宅政策には前述し
たように様々な側面を持ち合わせているが、原点の“社会福祉の増進”に戻り、国民
の生活上の不安を無くすということを中心に、社会政策にシフトした住宅政策を展開
していくべきだとしている。ではこれらの背景を踏まえ、現在東京都内で空き家に対
してどのような施策が取られていくかを、次章で説明する。
第３章 事例研究
この章では現在東京都における空き家の現状、そして実際に行われている施策につ
いての考察の二節から成る。
第一節 東京都内における空き家問題
東京都内に限って言えば、その 7 割が共同住宅であり、この数字は日本の中でもト
ップである。第 2 章の図では空き家率が低いという結果が出ているが、長嶋（2014）
の分析によれば、持ち家マンションの空室率は中央区で 34%、渋谷・千代田区が 21%、
品川区が 19%となっている。賃貸マンションになると千代田区で 36%、中央区が 28%、
15
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目黒区が 27%と非常に高い数値になっている。どの場所も都心部で立地はとても良いが、
数値だけ取り出して見ると山梨県と並ぶ空き家率を誇っている。また、足立区は老築
化により倒壊の恐れがあり危険と判断された物件が 1700 以上あるのを受け、「足立区
老築家屋等の適正管理に関する条例」を制定した。では、東京都における空き家事情
はどうなっているのだろうか。下図は平成 25 年度の東京都における空き家戸数と、そ
の内訳である。
【図表 8 空き家戸数（単位：万戸）】
【図表 9 空き家の内訳】
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（出典）平成 25 年度住宅・土地統計調査.総務省
都内に空き家事情に関して最も特徴的なのは、「賃貸用」の空き家が占める割合が、ど
の地域においても圧倒的に高いことである。都内は共同住宅（マンションやアパート）
が圧倒的に多いので、そういった共同住宅での空室が目立っていると考えられる。
筆者はまず東京都でいくつか行われている事業のうち、3 つに注目した。次節で取り
上げる。
第二節 東京都で行われている施策
まず東京都として空き家がどのような捉え方をされているのかを知る為、東京都庁
でインタビューを行った。その後実際に各自治体でどのような施策を講じているかを
調べ、マッチング事業を実際に行っている大田区にインタビューをし、最後に空き家
バンクを創設した一般社団法人移住・交流推進機構に話を聞いた。
第一項 東京都庁
東京都市整備局 東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）
（以下ホームページより抜粋。）
①事業の概要
改修工事を実施する空き家のうち、以下の条件のいずれかに該当する者に対し、都
が改修工事の費用の一部を補助する者。
（１）国補助併用型
国の「民間住宅活用型セーフティネット整備推進事業」の補助を受けて実施す
る空き家のうち、以下の目的に活用する者
・木造住宅密集地域内の従前居住者の移転先
・高齢者等住宅確保要配慮者の共同住宅（グループリビング）用
・多世代同居、子育て世帯向け用（戸建て住宅）
※改修後の家賃上限額 111,000 円かつ近傍同種の住宅の家賃の額を超えない
（２）都独自補助型
（１）以外で、空き家を以下の目的に活用するもの
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・多世代同居、子育て世帯向け用（戸建て住宅）
・セルフリノベーション用
※改修後の家賃上限額 178,000 円かつ近傍同種の住宅の家賃の額を超えない
②補助対象費用及び補助金の額
（１）国補助併用型
＜補助対象費＞
国事業の補助対象となる費用
＜補助金の額＞
補助対象費用の 1/3（国と合わせて補助対象費用の 2/3）
改修工事戸あたり補助限度額：100 万円※
※共同居住用として活用する場合 120 万円
耐震改修工事を行う場合 110 万円
上記両方の場合 130 万円
（２）都独自補助型
＜補助対象費＞
改修工事に係る費用
＜補助金の額＞
補助対象費用の 1/3
改修工事戸あたり補助限度額：100 万円※
※耐震改修工事を行う場合 110 万円
以上の情報を元に、実際に担当者に話を聞いてみると（別添①参照）、都として空き
家をどのように捉え、どのように推進していこうとしているのかを聞くことができた。
今回のこのモデル事業はあくまで”空き家の可能性の検証”を目的としており、この
補助を受けた物件を 10 年間フォローアップし、どのように活用していくべきかを検証
するものである。実績としては、平成 25年の一年間で 3軒の応募があったのみである。
また、都としては空き家の対策についてはより地元密着型で行っていくべきとの捉え
方をしており、今後具体的な施策が取られる可能性は低いものと思われる。
今回のこの施策は前述したと通りあくまで「モデル事業」であり可能性の検証とし
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ての側面が強いため、空き家の本質的な解決に直結しているとは言えないであろう。
もちろん補助金制度があるのは家主としてもメリットがあるが、それを得るための条
件が厳しく、基本的に公的な施設として使用されるため、今後この施設を持つことで
家主に持続的なメリットが生じるかというと、そこまでは言い切れない。10 年間のフ
ォローアップもあるとのことだが、フォローといっても「どういった人がどのような
目的で利用しているか」などの簡単な確認項目にすぎず、10 年後にこの事業の結果が
どこまで今後の空き家対策に活用されるのかは疑問である。
第二項 大田区役所
大田区役所 空き家活用相談窓口
（以下ホームページより抜粋）
①事業目的
大田区では空き家を地域資源として、公益目的に活用するため「大田区空き家活用
相談窓口」を開設いたしました。この事業は、空き家を利用してほしい方と、空き家
を活動の拠点や場所として利用したい方双方のマッチング（引き合わせ）を行うこと
によって、空き家の有効活用と地域貢献を目指すものです。
②業務内容
・空き家をお持ちで公益目的に活用してほしいとお考えのオーナーからの相談
・活用可能な空き家の物件登録
・空き家を活用したい方への相談・物件紹介
・空き家の活用希望者登録
・空き家のオーナーと活用希望者とのマッチング（引き合わせ）
・ 事例等紹介・資料提供など
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【図表 10 大田区役所空き家活用相談窓口の中核イメージ】
以上の情報を元に実際に担当者に話を聞いた。（別添②参照）大田区では、このマッ
チング事業を 2014 年 12 月にスタートさせたばかりで、まだ実績はないが、空き家の
マッチングまで行っている自治体は 23 区の中でも大田区と世田谷区のみである。
まだスタートしたばかりの事業で実績がないため、結果として良いか悪いかは現時
点でまだ判断できない。しかしながら、インタビューをさせてもらった担当者自身も、
どこまでマッチングがうまくいくかは未知数であると述べているため、まだ課題はあ
ると考えられる。このインタビューを通して感じたものは、一般の不動産業と自治体
が行う事業の線引きである。今回のこの事業の中では、借り手は NPO や地域団体、も
しくは区での利用と限定されている。このことによって借り手と貸し手の条件のバラ
ンスが合わず、マッチングまでに至らない可能性が高いと担当者は述べていた。かと
いって借り手の範囲を民間企業にまで広げてしまうと、それは一般の不動産の賃貸業
と何ら変わらないものなってしまう。各自治体が主体となることで生まれる信頼と、
それによって制御されてしまう用途の範囲がここで矛盾を生じさせていると感じた。
空き家活用
相談窓口
区役所
空き家の
オーナー
NPO、
地域団体など
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第三項 一般社団法人 移住・交流推進機構
JOIN 事務局 空き家バンク制度
この団体は日本国内の都市から地方への移住・交流を推進し、地方の貢献に寄与す
うことを目的に、総務省と連携して立ち上げられた団体であり、自治体と民間企業と
のマッチング支援を行っている。2014 年 12 月現在で自治体は 44 道府県、民間企業は
41 社が会員となっており、移住の際に必要不可欠な仕事、住まいの情報、そして官民
連携の新しいビジネスモデルの在り方を発信している。その中で住まいの情報として
作られたのが空き家バンク制度である。下図のように日本地図が掲載されており、自
分が移住を考えている地域をクリックし、地域別のページを閲覧することができる。
【図表 11 空き家バンク制度】
（出所）空き家バンク・住まい情報. ニッポン移住・交流ナビ. 一般社団法人移住・交流推進機構
http://www.iju-join.jp/akiyabank/
ページにはその地域の空き家の情報が一覧で掲載されており、担当者も確認できる。
移住希望者はもしその物件が気に入れば担当者に連絡し、実際に足を運ぶことも可能
である。
以上の情報を元に JOIN 事務局の担当者に話を聞いた。（別添③参照）空き家バンク
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制度に関して言うと、東京はほとんど含まれておらず、ここに登録されている地域は
交通の便も悪く、過疎化が進んでいるいわゆる本当の田舎である。また担当者の仕事
も地域によってかなり差があり、昨年成約率が全国でトップだった長野県の佐久市は、
長野新幹線で東京から 70 分という場所にあり、また先端医療の整った医療施設がある
ことから非常に人気が高い。しかしそれだけでなく、担当者も実際にこの土地に移っ
てきた移住者であり、その時の経験を交えながら問い合わせ対応、仲介、契約成立ま
で全て網羅している。ここまで自治体が熱心に移住計画に取り組み、 ようやく年間 30
件弱の契約を成立させている。しかし一方で小さな村や町では自治体自体に人が少な
く、担当者も他の業務と兼務することが多く、問い合わせがきたら家主と繋げる、と
いった最低限の取り組みで終わってしまうところもあるという。そういう自治体では
助成金や移住者の為の支援制度を充実させているところが多く、JOIN でも特集で取り
上げている。しかし地域の課題や問題を自治体だけで解決するのには限度があり、そ
こを民間企業と連携して解決していくというのがJOINの新しいビジネスモデルの在り
方である。
担当者も懸念しているように、空き家という言葉が知られるようになったのは最近
のことであり、まだまだ空き家の問題に対する認識も、空き家バンク制度の認知度も
低い。しかしこのインタビューを通して、空き家バンク制度に、様々な可能性がある
ように感じた。今は空き家をメインに取り扱う企業がいないため、自治体が主体とな
っているが、ここにうまく民間企業が入ることができれば、空き家問題の解決に繋が
るような選択肢ができるのではないだろうか。
第三節 考察
以上３つの自治体、団体から話を聞き、それぞれを踏まえた上で東京都内での空き
家の施策ついて考察していく。
今回のインタビューを通じて強く感じたことは、自治体だけの施策では問題の解決
には至らない、ということである。自治体を通した施策は、助成金はもらえるがどう
しても公益目的のみに限定されてしまう。空き家を放置してしまう原因として改修費
がかかる、というのはもちろん大きな理由の一つであるが、そこまで改修費のかから
ない、比較的新しい建物であった場合はそこまで金銭的な問題に拘る必要はない。も
しくは当人がそこまで空き家を問題視しておらず、自治体の支援制度に興味がないと
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いうこともあり得る。問題は空き家を“どういった目的で”使用できるかという選択
肢を家主に提示することではないだろうか。例えば都内では投資物件用に購入された
マンションが空室になってしまい、その状態が続くといったケースが目立つ。こうい
った場合は比較的綺麗なマンションであったり、立地も良いなどの好条件であること
が多い為、自治体が出しているような助成金が必ずしも必要なわけではなく、その後
の用途が公益目的になってしまうため敬遠されてしまう。しかし放置されたままにな
ってしまうと、それもまた今後の問題になってくる。自治体の施策は長期間放置され
た空き家の撤去・解体には条件が合うと思われるが、結局のところ空き家の再利用に
はならず、根本的な解決にはなっていない。そこで興味深いのが JOIN の官民連携ビジ
ネスの形である。これであれば自治体で限界があるところは企業側がカバーでき、企
業側で補えない信頼面を自治体がカバーしてくれる、非常に良い策だと思われる。JOIN
はまだ東京都内での実績はないようであるが、ここをうまく利用できれば東京から地
方へ移住を考えている人にも、大きなチャンスになると考えられる。また大田区役所
の担当者が懸念していた条件の不一致も、このモデルであれば解消できる。今回のビ
ジネスモデルに、官民連携は非常に重要なポイントになってくるのではないだろうか。
第４章 当該業界の現状分析と、その成功要因
空き家というのは問題視され始めてまだ日が浅く、空き家をビジネスとしてスター
トさせている企業はまだ多くない。日本ではその多くを不動産業が占めており、空き
家の所有者と希望者とのマッチング、賃貸、売却、空き家の維持・管理等業種は様々
挙げられる。しかし空き家を専門に取り扱う企業は少ないのが現状である。空き家ビ
ジネスとは何かについて、PEST 分析を使い業界分析、ファイブフォース分析を用いて
当業界のプレイヤーを分析し、成功要因を抽出する。
第一節 PEST 分析
まず空き家を使った宿泊ビジネスを立ち上げる為 PEST 分析を行う。
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【図表 12 PEST 分析】
Politics ・政府としては空き家再生事業を推進する傾向にある。
・補助金制度あり。
・特区制度による旅館業法の緩和。
Economics ・空き家問題への関心
・経済政策への関心の高まりによる不動産価格の高騰
Social ・グローバル化
・SNS の普及
Technology ・インターネット普及率
・IT 技術の発達
＜Politics＞
このビジネスに関する日本の政策や法律は、筆者の提案するビジネスプランに多大
な影響を及ぼすことは明白である。しかし、国家としての空き家に対する政策は、比
較的緩和傾向にあると筆者は感じている。これまで Airbnb に挙げられるような、空室
を使った宿泊場所の提供は、法律の観点からすると非常に曖昧とされてきた。このビ
ジネスが「旅館業法」にあたるのか、「賃貸借契約」にあたるのか、というところで大
きな違いが出てくるのである。一般的にシェアハウスなどは「賃貸借契約」にあたる
が、短期滞在者や旅行者への貸し出しとなると、旅館業の許可が必要になってくるの
で旅館業法に反するといったケースがある。では旅館業というのは具体的にどういう
ものなのだろうか。
旅館業は大きく分けて 4 種類に分別され、その特徴は以下の通りである。
ホテル営業：10 室以上の洋室を主体とした宿泊施設
旅館営業：5 室以上の和室を主体とした宿泊施設
簡易宿所営業：客室を多数人で利用する宿泊施設（カプセルホテルなど）
下宿営業：一か月以上の期間を単位とする宿泊施設
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【図表 13 営業種別基準等の相違点】
ホテル 旅館 簡易宿所 下宿
客室 10 室以上
（洋室主体）
5 室以上
（和室主体）
・総面積の過半
が客室
・階層式寝台は
2 層
・上下 1m 以上
の間隔
1 客室の床面積 洋室：9 ㎡以上
和室：7 ㎡以上
3 ㎡以上
（計 33㎡以上）
4.7 ㎡以上
定員 1 名：3 ㎡以上 1 名：1.5 ㎡以
上
フロント 3 ㎡以上 宿泊者との面
接に適した広
さ
浴室 浴室又は
シャワー室
入浴設備又は近隣に浴場がある
暖房設備 規模に応じた
設備
その他 ロビー
レストラン
履物の保管設
備
（出所）旅館業法の手引き.東京都多摩府中保健所
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/tamafuchu/eisei/eigyou/shinsei/ryokan.files/ryokan_te
biki.pdf
そのほかにも防災面・安全面・衛生面の規制は数多くある。日本では、これに則し
て作られた施設が宿泊施設として認められる、というわけである。それ以外の、例え
ばマンションの 1 室のみを宿泊所として貸し出すとなると、旅館業法が適用される場
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合国からの許認可が必要になってくる上、図表 11 にあるような条件に沿わなければ違
法という扱いになる。
ここで重要なキーとなってくるのが、国家戦略特別区域法案である。これは安倍政
権が 2013 年に定めたもので、簡単に言えば特別区域として定められた区域において、
経済社会の構造改革を重点的に推進する、というものである。この法案を用いて産業
の国際競争力を強化するとともに、国際的な経済活動の拠点の形成を促進し、規制改
革等の施策を総合的かつ集中的に推進していこうとするのが狙いである。そして 2014
年 6 月、特別区域となる区域が決定した。それが以下の 6 区域である。
①東京都千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、江東区、品川区、大田区、渋谷
区、神奈川県ならびに千葉県成田市
②大阪府、兵庫県及び京都府
③新潟県新潟市
④兵庫県養父市
⑤福岡県福岡市
⑥沖縄県
そして更に注目したいのが、特区法 13 条に定められた「国家戦略特別区域における
旅館業法の特例について」という法案である。その内容は以下の通りである。（内閣官
房地域活性化統合事務局. 国家戦略特区ワーキンググループ 関係各所からのヒアリ
ング. 2013/12/24）
国家戦略特別区域会議が、国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業として政
令で定める要件に該当する事業を定めた区域計画について、内閣総理大臣の認定
を受けたときは、当該認定の日以降は、当該事業を行おうとする者は、その行お
うとする事業が当該政令で定める要件に該当している旨の都道府県知事の認定を
受けることにより、当該事業については、旅館業法の規定は適用しないものとす
る。
つまり、国家戦略特別区域において、外国人滞在施設を営もうとする場合において、
各都道府県知事の認定を受けることにより、旅館業法の規定が適用されなくなる、と
いうものである。これを利用することにより、旅館業の許認可についての懸念は消え、
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空き家を宿泊施設にすることに関し障害が大方解消された。もちろん無条件ではなく、
いくつかの条件がある。
・7～10 日以上の滞在（各自治体による）
・滞在に適した広さ（原則 25 ㎡以上）
・適当な換気、採光、照明、防湿、冷暖房、防犯の設備
・浴室、洗面、トイレ、寝具、調理、収納、清掃の為の設備、器具
・使用前の居室の清潔の保持
・施設の使用法に関し外国語を用いた案内のほか、外国人客との契約に基づく役務を
提供する体制が確保されていること。
この中で懸念されるのは滞在日数に関する条件である。これは他の旅館やホテルなど
と区別する為の配慮であると思われるが、この滞在日数を守らず更に短期間での滞在
を許可してしまうことで、この規制が取り払われてしまう恐れがある。また、言語に
関する壁は大きく、この点は貸し手にとって障害になる可能性がある。
それにしてもこの規制が緩和されたという点は、今後の空き家ビジネスにとって大
きな進展であり、今後空き家の解消に多大な影響を与えることは間違いないだろう。
＜Economics＞
これに関しては Politics の側面と重なる点があるが、やはり安倍政権に代わり東京
の主要な区のいくつかが国家戦略特別区域に指定されたことは大きなメリットである。
また前述したように空き家が大きな問題として経済面からも取り上げられていること
も大きい。それに加え少子高齢化、人口減少などの影響も鑑み、空き家の数は今後数
年間増加の一途を辿ることが予想される。
また、不動産価格の高騰も影響が大きいのではないかと考えられる。2012 年の政権
交代以降、地価は上昇し続けている。景気回復への期待や 2020 年のオリンピックも相
まって、特に関東圏、東京 23 区の地価は全ての区域で上昇している。しかし、東日本
不動産流通機構の月例マーケットリサーチによると、新規・中古物件ともに地価は上
昇しているにも関わらず、中古流通市場に関しては、マンションの成約件数が 8 ヵ月
連続、戸建ての成約件数は 12 ヵ月連続で減少しているという。新築流通市場において
は、新規登録件数、つまり新たに登記された新築物件数は前年比平均 15%程の上昇だが、
成約件数は前年比平均 30%程の減少が見られる。
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【図表 14 中古・新築流通市場の成約件数、地価】
・新築物件 成約件数
・新築物件 新規登録数
（出所）平成 26 年 11 月度月例速報マーケットリサーチ.東日本不動産流通機構
以上のことから、次のことが想定される。2015 年から適用される新税法により、相
続税が増税になることを受け、現金でなく不動産に資産を組み換える人が増えている。
経済政策への期待と増税の影響を受け地価は上がり、新築物件を購入する人が増え結
果として新築物件への関心は高まっている。しかし景気が回復したとは言い切れず、
消費税増税の結果個人消費が増え、不動産投資以外で物件を購入する人が減り、中古
物件の成約件数は減少し続けている。つまり、経済面から見ても、今後少なくとも 2020
年までは空き家の数は増加し、空き家ビジネスの市場は拡大していくのではないかと
考えられる。
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＜Social＞
Social の面では、インターネットの普及と SNS への関心の高さを挙げる。
【図表 15 インターネット利用者数及び人口普及率】
（出所）平成 24 年通信利用動向調査.総務省
上記の図表からわかるように、我が国の約 8 割の人口がパソコンやスマートフォン
など、何らかの形でインターネットを利用している。用途は買い物や、情報収集など
様々だが、昨今の SNS の急激な普及により、インターネットを通じて情報共有をする
ことに対し、抵抗がなくなってきているように感じられる。ここで取り上げたいのが
Airbnb というサービスである。Airbnb とは、2008 年にサンフランシスコで始まったサ
ービスで、今回のビジネスプランの構築の際にひとつのベンチマークとしている企業
でもある。具体的には空き家や空室を持っているオーナ （ーここではホストと称する）
と、シティホテルなどの宿泊施設ではなく、もっとユニークな宿泊施設を求めるユー
ザー（ここではゲストと称する）をマッチングさせるサービスである。立ち上がって
まだ 6 年ほどであるが、現在世界 190 か国以上にホストを持ち、述べ 2500 万人のゲス
トが Airbnb を通して宿泊している。図にしてみると以下のようになる。
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【図表 16 Airbnb のビジネスモデル】
（出所）Airbnb の成功の鍵はアレだった⁉ ビジネスモデルとマーケティング戦略を考察する.ゼロツク
http://zerotsuku.hatenablog.com/entry/2014/09/22/162549
Airbnb を通し、ホストは自分の空き家や空き部屋を他人に貸すことができ、借りて
は世界各国の他人の家、時には城や洞窟にも宿泊することができ、非常にローカルな
体験ができる、というのが売りである。元来欧米では他人を自分の家に宿泊させる、
もしくは自分が他人の家に宿泊する、小さなモーテルに宿泊する、といったことに抵
抗がない。そういうところから欧米を中心にサービスは広がり、現在日本でも 2000 軒
以上のホストが登録している。もちろん彼らのサービスは強大な競合となるが、この
サービスが普及することによって、空き家のマッチングサービスに対する抵抗が薄く
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なり、近い将来気軽に始められるサービスとして日本にも普及していくことが予想さ
れる。
＜Technology＞
空き家ビジネスとしての領域はまだ業界的にも確立されていないが、マッチングビ
ジネスとしては現在様々なものがある。前述した Airbnb もマッチングビジネスの一つ
であり、インターネットやスマートフォンの普及を通して規模を拡大している。国民
のほぼ全員がパソコン、ないしはスマートフォンを所有している今、個人のインター
ネットのスキルも上がってきている。IT の進化は目を見張るものがあり、導入も簡単
になる一方、市場を見誤ると大惨事を引き起こしかねない。現状日本の技術力を見れ
ば今回のビジネスに問題はないと思われるが、今後また新しい製品が開発され、それ
が瞬く間に普及する可能性もある。引き続きどのユーザー層を狙っていくか注意が必
要である。
以上 PEST 分析による 4 つの側面から空き家ビジネスの可能性を検証した。その結果
空き家ビジネスは大きな可能性を秘めていると考えられる。まだ空き家ビジネスとし
て確立されていない上、競合もばらついてはいるが、経済面・政治面での後押しは大
きい。もちろんその分参入障壁は低くなり、大手の旅館やホテル、また現行プレイヤ
ーとの差別化は必須である。次節ではファイブフォースを用いて現業界のプレイヤー
について分析していく。
第二節 ファイブフォース分析
この節では、マイケル・ポーターの提唱したファイブフォース分析を用いて当業界
を分析し、現行プレイヤー、そしてどのような競争が起きているか、もしくは起きる
であろうことが予想されるかを考察していく。
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買い手の交渉力
・ ホテルユーザー
売り手の交渉力
・空き家のオーナー
【図表 17 ファイブフォース分析】
今回は日本の東京・関東地域に限定してビジネスを展開するため、現在その地域で
なんらかのビジネスを行っているプレイヤーを抽出していく。
・新規参入の脅威
今回のこの空き家ビジネスは一見参入障壁が低いと見えるが、実はそうではないと
考えている。このビジネスの成功を握る鍵の一つとして、空き家のオーナー、つまり
ホストの獲得が挙げられる。ホストの数が自分のビジネスの魅力の一つになるからで
ある。もちろん獲得できるホストの数には限りがあり、ホストにとって魅力的なメリ
ットがなければ提供してもらえない。そのホストをいかに魅了するかであるが、筆者
は利益性、信頼性、安全性の三つであると考えている。ホスト自身が空き家に投資を
し、それをどの程度のスパンで回収できるのか、どの程度の利益を確保できるのか。
また見知らぬ旅行者を泊めることへの不安をいかに払拭するか、トラブルが生じた場
合どこまで保証できるのか、この３点をクリアできなければホストの確保は難しい。
新規参入の脅威
・ ホテル、旅館
・ 類似マッチングサービス
競合企業との敵対関係
・既存企業
代替品の脅威
・ 他の投資
・ 不動産賃貸・投資物件
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またシティホテルや旅館との差別化も必須である。よって新規参入の脅威はそこまで
大きくはないと考えられる。
・代替品の脅威
ここでは空き家の異なる利用法について論じる。一般的には空き家を改修し、その
後ホテルとしての利用ではなく、通常の賃貸物件としての活用法、また簡単に空き地
を有効的に活用出来る例として、駐車場経営などが挙げられる。駐車場経営が人気な
理由としては、初期投資が少なく、低リスクであり、極端に狭い土地などでも活用す
ることができる点にある。もちろんノーリスクというわけではなく、立地に影響され
やすく、利用者がいなければ儲からない。しかし初心者でも扱いやすく、空き家を駐
車場として運用する人も多いのは事実である。駐車場経営には大きく分けて２パター
ンあり、土地を持つオーナーが企業に土地を影響し設備管理を委託をし、定額・もし
くは稼働率によって利益を得る方法、もう一つがオーナーが企業から設備を借り、自
分で運営する方法である。ここでタイムズ 24 株式会社が実際に行っている、一般駐車
場経営を例にしてみる。
【図表 18 タイムズ 24 駐車場経営のメカニズム】
（出所）タイムズ 24 株式会社ホームページより引用
http://www.times24.co.jp/service/times/st.html
タイムズ 24 では上図のような方法で駐車場経営を提案している。また駐車場の設備に
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関わるイニシャルコストはタイムズ 24 が負担するため、オーナーの負担はほとんど無
いと言ってもいいであろう。また駐車場の稼働率に関わらず定額の賃料が支払われる
ため、オーナーにとってのメリットは大きい。空き家を利用したホテル経営をするに
は、それを上回るメリットが無ければオーナーを獲得するのは容易ではないと思われ
る。
・競合企業との敵対関係
現存している、世界規模で大きな競合は前述した Airbnb であると言える。Airbnb
はすでに世界各国でホストを獲得しており、知名度も高く多くのホストが使用してい
ることで信頼性も高い。ホストが多いことで魅力的な物件が多く、これがユーザーを
獲得する大きな要因となっている。他人を自分の家に泊める、といった宿泊方法は日
本人にあまり馴染みがない。これが日本でなかなか Airbnb が浸透しない要因の一つだ
と筆者は考えている。そこで日本人により馴染みやすく、また始めやすい方法でホス
トを獲得することで差別化が図れると思われる。また、日本でも TOMARERU という同じ
ようなマッチングビジネスがスタートしたが、まだサービスが開始されていない為、
現時点での分析は難しい。
・売り手の交渉力
繰り返し論じていることではあるが、ここで言う売り手とは空き家のオーナー、つ
まりホストのことを指し、このサービスでは売り手の交渉力が成功のキーとなる。い
かにホストを獲得していくかでサービスの質が全く変わってくるからである。いかに
ホストに空き家ビジネスを始めたほうがメリットがあると思わせるか、そして実際に
利益をもたらすか、そして信頼を獲得できるか、ここに懸かってくる。ホストの質が
差別化の一因にも成り得る。
・買い手の交渉力
ここで指す買い手とはゲストのことを指す。通常のシティホテルや旅館を使わず、
何故空き家や空室を利用した宿泊場所を利用するユーザーがいるのかというと、彼ら
は旅行する際に「非現実的なもの」を求めるからだと筆者は考えている。自分の国や
テリトリーを出て、新しく馴染みのない地に行く時にできる新しい体験、感動。紙幣
で購入できるものもあれば、できないものもある。そこだけでしか味わえないローカ
ルなものを知りたい、体験したいからではないだろうか。それが味わえるのがこのサ
ービスというわけである。しかも通常のホテルよりも安い値段で、よりローカルに近
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づいた暮らしを体験できる。そこが一番の魅力なのである。このビジネスではホスト、
ゲスト側の双方から、滞在費の数％の手数料を取って成り立つ。決済もこちらで済ま
せる為、ホストとゲストという見知らぬ他人同士が直接金銭のやりとりをするわけで
はない。そこも安全性の面では重要であると考えている。また一定の保証金をデポジ
ットとして始めに預かる為、何かしらのトラブルが起きた際にもそこで対応できる。
ホテルとしての魅力と、安全・信頼性を高め質のいいホストを集めることで、買い手
への交渉力は極めて高くなると考えられる。
以上ファイブフォースを使っての業界分析と、競合プレイヤーを分析してきた。そ
こから抽出した成功要因三つを以下に挙げる。
①利益性
まず利益性であるが、これは主にホストに対する利益性である。空き家に投資をす
ることによって、どの程度の期間で回収することができ、どの程度持続的な利益を得
ることができるのかを明確にすることによって、ホストの獲得がよりスムーズになる。
②安全性
これはホスト、ゲスト側両方に求められる。ホストとしては、自分の家に他人を泊
めるという不安、ゲストとしては、他人の家に泊まるという不安。それぞれをどのよ
うに効果的に払拭できるかが求められる。例えば Airbnb ではホスト側に多くの権限が
与えられている。Airbnb はホストとゲストの両者から手数料をもらうことで成立して
いるが、原則予約が確定したときのみにしか発生しない。よって自分の部屋をホーム
ページに掲載する、部屋の写真をプロに撮ってもらう等、無料で受けることができる
サービスが多く存在する。またゲストの宿泊予約の承認はホスト側に一任されており、
予約成立前にゲストとメッセージを交換、ゲストにつけられた評価を確認することで
信頼性を高めている。またキャンセルポリシーはホストが決定できるので、ゲストは
宿泊予定のホストに応じたキャンセルポリシーに応じる必要がある。またゲスト側も
ホストにつけられた評価を確認、メッセージのやり取り等でこれから宿泊する場所が
本当に安全なのかどうか確かめることができる。
③信頼性
これはサービスに対する信頼性である。ホスト側とゲスト側にどんなに良い条件が
揃っていたとしても、実際に自分の家を提供するとなれば、顧客は一番に信頼性を求
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めるであろう。また旅先では予期しないトラブルが起こることがある。慣れない地で
トラブルが起こったときの心細さや不安感は誰しもが一度は経験するものである。
Airbnb では信頼面でのサポートが非常に重視されている。Airbnb の基準を満たした予
約内で起こったトラブルならば、最大で 8000 万円の保証金が出るのである。この額が
Airbnb がいかにホストを大切に思っているかの一つの証明になるのではないだろうか。
ここまでしてくれるからこそホストは自分の家を提供し、ゲストはサービスを使って
みたいと思うのである。
第三節 既存企業の研究
この節では現在類似サービスを展開している 4 社について研究する。
第一項目 Airbnb
Airbnb は 2008 年に開始され、世界的に展開している宿泊マッチングの企業である。
サービスの内容については一部既に前述しているが、ここでもう一度確認する。
サービス内容
宿泊先を提供する側（ホストと称する）と宿泊を希望する側（ゲストと称する）を
マッチングさせる。
サービスの流れ
・ホスト側
部屋の詳細（紹介、料金、設備、アメニティ等）を決定し、Airbnb に登録する。部
屋の写真は自分で撮ることもできるが、Airbnb のプロのカメラマンに無料で撮影して
もらうことも可能。審査まで時間はかからず、Facebook などの SNS とリンクさせるた
め、信頼度が高まる。
・ゲスト側
まずアカウントを作成する。Facebook や Google のアカウントを通して登録すること
ができ、任意で信頼性を高める為の ID 認証も存在する。（パスポート情報を登録する
等）
双方登録が済んだ後は予約作業に入る。ゲストは自分の行きたい土地を検索し、宿
泊したい家や部屋、施設を選択する。選ぶ際に部屋の写真やキャンセルポリシー、料
金、設備、ホストの評価等を確認することができる。
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ゲストが予約申請をすると、ホストに通知がくる。ホストはゲストのプロフィール
や評価を確認し、予約申請を承認するかしないかを判断する。そこで予約が成立する
と、お互いにメッセージで連絡を取り合い、チェックインの時間帯等を決定する。料
金は予約承認が下りた時点でゲストから Airbnb に支払われ、ゲストがチェックインを
し、Airbnb がそれを確認してから 24 時間後にホストに支払われる。その際、料金に応
じてゲストから 6〜12％、ホストから 6％の手数料が Airbnb に支払われる。 
Airbnb は 2008 年の立ち上げから利用者数を飛躍的に伸ばしている。このサービスの
魅力はホテルに宿泊するよりも安い価格で、今までにはない場所に宿泊することがで
き、よりローカルな体験ができる、またホストにとっては空き家や空き部屋を利用し
て新たに収入を得ることができる、といった点にあるだろう。家やアパートだけでは
なく、城や洞窟、中には電車やかまくらも宿泊施設として登録されており、この目新
しいサービスが最大の魅力であると言える。
では、先ほどのファイブフォース分析で抽出した３つの成功要因を当てはめてみる。
まず①の利益性についてであるが、Airbnb ではホスト向けに定期的にビギナーズセミ
ナーというものを行っている。具体的な内容は公表されていないが、ホストになるた
めに必要な手順、ゲストにより快適に過ごしてもらうためのアドバイス等も盛り込ま
れており、恐らくここで料金設定や回転率などの説明があると推測される。②の安全
性については、身分証名の信頼性が安全性と結びついていると考えられる。ホスト側
もゲスト側もAirbnbに登録する際は自分の身分を証明するものを提示する必要がある。
SNS とも連動しており、中でも実名登録を要する Facebook は一番利用度が高く、当人
の友人まで確認できるため信頼性が高い。（しかし、直接交渉を避けるためアカウント
は公表されない）また、より信頼性を高める為パスポートを ID 認証のツールとして登
録することもできる。宿泊場所についてはホストが掲載している写真や、その評価を
確認し、当人同士でメッセージのやり取りを行うことで安心と安全を確保している。
③の信頼性については既に触れているが、Airbnb ではホストからの信頼を獲得するこ
とを最優先としており、トラブルがあった際の事後対応がきちんと確立されている。
他人の家に他人が宿泊するというのは、時に予想だにしないトラブルを引き起こす。
Airbnb は 24 時間対応のサポートセンターを設置し、何かトラブルが生じた際はすぐに
本人と連絡を取り合い対応する。また 8000 万円までを保証金とし、ホストの家の物が
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壊された、宿泊する予定だったが連絡がつかず宿がない、といった際に最後まで真摯
にサポートしてくれる。また、それぞれメッセージのやりとりをどの程度の頻度で返
しているかという返答率まで割り出すことができ、それも信頼の指標の一つになって
いる。
しかし、地域によっては法律的な面で規制がかかることがあるようである。2014 年
9 月、Airbnb はサンフランシスコで別途税金を払うことを決定した。元々サンフラン
シスコでは旅館業法の観点から Airbnb のサービスが法的に認められておらず、両者は
長期にわたり話し合いを重ねてきた。結果宿泊予約が確定された段階で Airbnb からサ
ンフランシスコ税金を支払うことで決着がついたようである。このように法的な理由
でサービスを制限されてしまうと、今後の信頼面に響きかねない。国によっては日本
のように法律を緩和する動きも出てきているようだが、今後大きなトラブルが生じて
しまった場合、規制が更に厳しくなることは必須である。その為トラブルに対する保
証が厚いのだと考えられる。
売り上げについては正確な数字は公表されていない為、推測になるが 2012 年時点の
年間売り上げは以下の通りだと予想されている。2009年→8000万円、2010年→6億 8000
万円、2011 年→43 億 1000 万円、2012 年→163 億 2000 万円（推定）、2013 年→440 億
7000 万円（推定）。また、2009 年時点で採算を既に上回っているとされており、2014
年 9 月時点での評価額は約 1 兆円である。
第二項 TOMARERU
TOMARERU は 2014 年に立ち上がったばかりの新サービスであり、国家戦略特区構想
に準拠したサービスを展開している。
サービス内容
宿泊先を提供する側（ホストと称する）と宿泊を希望する側（ゲストと称する）を
マッチングさせる。
サービスの流れ
ホームページに未だ記載なし。
TOMARERU は不動産企業大手のエイブル株式会社と業務提携をしており、所有する物
件情報についてはかなり多いのではないかと推測される。サービス開始は 2014 年秋を
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予定していたが、2015 年 1 月現在まだ開始されていない。宿泊登録物件数は 2015 年 3
月末までに 3000 件を予定しているとのことだが、これは Airbnb 日本法人が立ち上が
った際に登録された 2000 件を上回る数である。
サービスの内容としては Airbnb とほぼ同じであるが、国家戦略特区構想に準拠して
いるため、最初は特区で定められた地域のみ、最短７日間からの滞在を条件としてい
る。他の地域が特区として定められた場合、サービスも順次拡大予定である。宿泊サ
ービスの他コールセンターを置き、ホストやゲストからの要望にも対応し、認定条件
である食器、寝具、リネン等のレンタルを始め、鍵の管理やクリーニング、メンテナ
ンスなどのサポートサービスまで提供する。
まだサービスがスタートしていないため、予想と共に成功要因を当てはめていく。
まず①の利益性であるが、TOMARERU はホスト向け配布資料の中で「空室物件で宿泊収
入を」と題しその利益性を強く打ち出している。新しい賃貸経営のスタイルとして空
室を利用することを推奨し、その利益性の高さをアピールしている。確かにオーナー
にしてみれば賃貸募集にプラスαで臨時の宿泊収入が入るのは悪いことではない。こ
のサービスの競争優位性を維持するには、物件の母体数で差が出てしまうため、この
点は評価できる。②の安全性については、TOMARERU が鍵の交換を推奨している点を挙
げる。恐らく現在所有している物件の鍵を暗証番号キーに交換することであると考え
られるが、どこで安全性を高められるのであろうか。まず空き家を他人に貸す場合、
必ず鍵を渡す必要性が出てくる。通常の賃貸と違い、宿泊となると受け渡しの頻度も
多く、誰かが宿泊するたびに鍵の受け渡しをするのはなかなか手間のかかる作業であ
る。また合鍵を作られてしまう恐れもある。しかし暗証番号キーにすると、番号を教
えるだけで済み、わざわざホストが出向く必要がない。また定期的に番号を変更する
ことで防犯性も高まり、合鍵を作られるようなこともない。そういう意味で TOMARERU
は暗証番号キーを推奨しているのではないかと推測する。③の信頼性については、大
手の不動産会社と業務提携を行っている点と、国家戦略特区構想に準拠している点を
挙げる。やはり賃貸業のノウハウがあるということは、他のサービスと比べても優位
性が高く、信頼も得やすい。また、恐らく多くのオーナーが旅館業法に違反していな
いか不安になると思われるが、特区構想に準拠したサービスというのが前提であるた
め、その心配もない。これは利用者にとっても非常に安心であり、信頼を寄せられる
ポイントであると考えられる。
39
以上のことからもし今後サービスを開始し、物件数が予想以上に集まった場合、
Airbnb よりも大きな脅威になる可能性があると予想できる。
第三項 Roomstay
Roomstay は 2012 年に立ち上がった、いわゆる日本版 Airbnb である。現在世界 37
ヵ国 242 件が登録されている。
サービス内容
宿泊先を提供する側（ホストと称する）と宿泊を希望する側（ゲストと称する）を
マッチングさせる。
サービスの流れ
Airbnb と同じく、ホストが自分の部屋、家等を Roomstay に登録し、宿泊希望者が自
分の気に入った場所を選び、予約申請を行う。その際双方につけられた評価やメッセ
ージのやり取りが判断基準となる。ホストが予約を承認し、予約成立後ゲストはクレ
ジットカードで支払いをし、そこから手数料を引いた分がホストへ振り込まれる。
宿泊料金は最低 2000 円、登録された Facebook アカウントは、信頼度を高めるため
公開する、手数料は予約金額の 30%であるなど、細かいところで違いはあるがサービス
内容はほぼ変わりない。 サービス公開１ヶ月で登録件数 100 を超え注目されており、
3 ヶ月で 200 件と順調であったが、その後あまり伸びず、未だ小規模である。Facebook、
Blog はともに 2013 年で更新が止まっており、2014 年 1 月に宿泊予定者からの質問に
答えているのを最後に、更新されているような動きはない。実際適当な日時を指定し
検索をかけたところ、物件は出てくるがほとんどは評価がつけられた形跡がなく、今
現在利用者がどの程度いるのかは判断しかねる。
3 つの成功要因について当てはめると、①の利益性についてそこまで言及しているよ
うな節はあまり見られなかった。東京に限ってみるとシェアハウスの登録が非常に多
く、価格設定も最低金額の 2000 円が相場であることから、ホストもそこまで利益を求
めておらず、お小遣い稼ぎ程度という認識なのではないだとうかと思われる。②の安
全性については基本的なところは Airbnb と同じである。③の信頼性であるが運営会社
も規模が小さく、そこまで大きな保証はないと考えられる。①の利益性でも言及した
が、ホスト側がシェアハウス等で部屋、ベッドが一つ空いている、利益性を求めてい
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るわけではなく、もし宿泊希望者がいればラッキー、といったような捉え方であれば、
そこまで大きな保証は必要ないのかもしれない。しかし②や③の安全・信頼面は他社
のサービスよりも遅れをとっている印象を受ける。
第四項 Wimdu
Wimdu とは 2011 年にドイツで立ち上がったサービスであり、現在 150 ヵ国 20 万人
以上のユーザーを有する。
サービス内容
宿泊先を提供する側（ホストと称する）と宿泊を希望する側（ゲストと称する）を
マッチングさせる。
サービスの流れ
Airbnb と同じく、ホストが自分の部屋、家等を Wimdu に登録し、宿泊希望者が自分
の気に入った場所を選び、予約申請を行う。その際双方につけられた評価やメッセー
ジのやり取りが判断基準となる。ホストが予約を承認し、予約成立後ゲストはクレジ
ットカードで支払いをし、そこからゲスト側から手数料 12％、ホスト側から 3％を引
いた分がホストへ振り込まれる。
Wimdu は Airbnb のすぐ後に生まれたいわゆる後発サービスであるが、規模も劣って
おらず、世界で Airbnb に次いで大きい宿泊マッチングサービスであると思われる。立
ち上げ当初は Airbnb が進出しきれていないアジア市場に積極的に進出し、日本にもい
ち早く上陸した。その後一度撤退しているようだが、現在では日本法人も立ち上がり、
積極的にマーケティング活動を行っている。調達資金は Airbnb が１億ドル、Wimdu が
9000 万ドルと僅差である。
では 3 つの成功要因に当てはめて分析する。①の利益性であるが、Wimdu のホームペ
ージでホストにもたらされる利益性について、「Make money with your extra space with
Wimdu by renting out your empty apartment!」とうたっている。そして Wimdu に実
際登録し、このサービスを開始したホストの平均月間収入を 900 ユーロ（2015 年 1 月
時点日本円約 12 万円程）としている。（ホームページ上では寝ている間に平均 12 万円
を稼いでいる、とうたっている。）これを年間で見れば相当な金額を稼ぐことができ、
またわかりやすく表示されているため、ホストに大きなメリットがあるという明確な
アピールが可能である。②の安全性については、 評価やメッセージのやり取りなど
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Airbnb とほぼ同じである。③の信頼性については、Wimdu では独自の保険を有してお
り、ホストとゲストは 100％無料で加入することができる。万が一トラブルが起こった
場合は、50 万ユーロ（2015 年 1 月時点日本円約 7000 万円程）までの保証金を支払う
ようになっており、サポートセンターも 24 時間 365 日対応可能である。しかしこの保
証制度は現在ドイツ・オランダ・イギリス・フランス・スペイン・ポルトガル・イタ
リア のみで適応可能であり、順次拡大予定ということであるが、日本はまだ含まれて
いない。
第五説 ポジショニング
以上の他社との分析を経て、本サービスのポジショニングを確認する。今回他社サ
ービスを比較してわかったことは、 認知度は Airbnb が圧倒的であるが、類似サービ
スは世界でも小規模ながら存在するということである。あとは先行者優位を持つ
Airbnb とどう差別化を図っていくかが課題となるであろう。
Roomstay、Wimdu 共に明確に Airbnb と差別化を図っている点はない。サービス開始
当初は Airbnb はアメリカで、Wimdu はヨーロッパ圏・アジア圏、Roomstay は日本と市
場が異なっていたのかもしれないが、このサービスの利点は世界中の様々な家に宿泊
できるという点にあり、規模が大きくなっている今、地理的な住み分けは意味がない。
コストで差をつけようにも、宿泊料金はホストに一任されているため、コスト戦略を
新規企業が行うのは厳しいだろう。よってこれらの競合サービスとの明確な差別化、
そして TOMARERU との住み分けなしにビジネスを成功させるのは難しい。よって今回、
立ち上げるビジネスの地理的条件をオリンピックまでは東京（もしくは東京周辺の関
東地域）に限定し、そして自治体との連携を強固に新しいビジネスの形を創出する、
日本の特性を生かしたモデルを打ち出していく。これにより、現在自治体が空き家バ
ンク制度を利用して情報えお出している空き家も対象となり、Airbnb や TOMARERU とは
一味異なった、日本の田舎暮らしが体験できる宿泊施設としても利用でき、空き家バ
ンクの成約率も格段に改善すると考えられる。下図は本論文で研究した他社と、後述
する新規ビジネス「Rooming」とのポジショニング図である。縦軸に地理的展開を取り、
横軸に公益性をどこまで重視しているかを取った。
【図表 19 ポジショニング】
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★Rooming
以上 PEST 分析、ファイブフォース分析、他者比較、を通し成功要因を分析し、当ビ
ジネスのポジショニングを明らかにした。次章で新規ビジネス「Rooming」の詳細を述
べる。
第５章 Rooming のサービス
この章では Rooming の具体的なサービス内容、マネタイズ、そして課題について二
節に渡って論述していく。
第一節 具体的なサービス内容
Global
Domestic
公益性 低
公益性 高
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ここでは Rooming のミッション、経営方針やサービスの内容、機能を抽出した成功
要因を当てはめつつ三項に渡って論述する。
第一項 Mission
Rooming は「Create your Japan. ─自分だけの日本を体験しよう─」をコンセプ
トに、新しい旅の方法を提供する。このサービスを利用することで、今までガイドブ
ックを辿るだけであった旅が、自分だけの体験になる。他のサービスとは違い、各自
治体との連携を強固にすることで、今まで知らなかった日本に出会うことができる。
また、官民令閨の新ビジネスモデルを打ち出すことで、元来自治体だけでは解決し得
なかった問題に積極的に取り組んでいく。
第二項 サービス内容
基本的なサービスは他サービスと同じく、宿泊施設提供者（ホスト）と、宿泊希望
者（ゲスト）をマッチングさせ、両者から手数料をもらい運営していくサービスであ
る。基本的には TOMARERU と同じく、国家戦略特区構想に準拠し、順次エリアを拡大す
る。イメージしやすいように、参考画像として Airbnb のホームページを使用する。
ホストが家、もしくは部屋を掲載したい場合、下図右上にあるような「お部屋を掲
載」ボタンを押す。
すると、下図のような画面になり、ホストは住宅のタイプ、部屋タイプ、収容人数、
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住んでいる場所等を選択することができる。全ての項目を登録し終えたら、次はリス
ティング（どの期間で貸し出すのか）、料金、部屋の説明、写真、アメニティ・設備を
記載してもらう。そしてその際、自分の住んでいる場所が宿泊場所に適しているかど
うかを確認してもらう。具体的には、その地域、アパートメントであればその管理組
合で賃貸が認められているか、近所で承認は取れているか、煙探知機・一酸化炭素探
知機・消化器・救急箱等は設置されているか、等である。もし設置されていない、ど
こで承認を取ればいいかわからないなどの問い合わせがあれば、都度対応する。掲載
が完了したら、予約申請が来るのを待つ。
ゲストはまず Rooming にアカウントを作成する。その際信頼性を高める方法の一つ
として、SNS との連携ができるようにする。その際アカウント情報の公開は自分で制限
できる。その後自分が行きたい都市が決まっている場合は、都市、日程、宿泊人数で
検索をかけることができ、特に決まっていない場合は画面下部のようにランダムに表
示される recommendation を参考にすることもできる。
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宿泊場所の設備、立地、ホストの評価、料金を比較し、自分の宿泊したい場所が決
定したら、ホストに予約申請をする。その際質問事項があれば直接メッセージを送る
ことも可能である。ホストは申請を受け取ってから24時間以内に承認可否を決定する。
その際ゲストに直接メッセージを送ったり、評価を参考にし、安全性を確認すること
ができる。ホストが予約申請を承認すると、ゲスト側から Rooming へ宿泊代金＋デポ
ジット（保証金。は何もトラブルがなければゲストへ返金される）がクレジットカー
ドで支払われる。宿泊日当日はホストがゲストに鍵の受け渡しをし、部屋の説明をす
る。その際実際にホストが住んでいる場所が遠い、外国人宿泊客で言葉が通じない等
のトラブルがあった際は、Rooming のスタッフが派遣され対応する。ホスト、ゲストの
双方から、ゲストがチェックインしたことが確認されると、それから 24 時間以内にホ
ストへ手数料 12〜20％（宿泊料金により変動）を引いた宿泊代金が振り込まれる。チ
ェックアウトの際はチェックインと同じくホストに鍵の受け渡しを行う。その後それ
ぞれの評価をつけてもらう。評価は、双方つけられるまではお互いに非公開とする。
旅先には予期せぬトラブルがつきものである。更に信頼性を高める為の保証として、
500 万円を上限として保証金を設定する。この上限金額はサービスの規模が大きくなる
につれて増額するものとする。
第三項 特徴
Rooming の特徴の一つに、ホストの獲得の方法が挙げられる。もちろんホームページ
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を見て登録をしてくれるホストもいるが、それには認知度が高くなければならない。
ではどうホストを獲得していくべきか。ここで利用するのが JOIN である。JOIN を通じ
て自治体との連携を強化し、自治体で抱えきれない空き家の課題を引き受けるという
ものである。
【図表 20 Rooming のビジネス体制】
①JOIN⇆Rooming 
JOIN の会員となり、Rooming を空き家バンク制度に対する
として提案する。東京都内で情報がなくとも、東京周辺の関
ている。今現在は自治体に空き家情報を掲載してもらう、と
空き家を Rooming で新たに価値を生み出すものに変化させる
ービスがうまくいけばその地域にも関心が集まり、結果とし
ということをアピールする。年会費は 50 万円と安くはない
クションが作れる為入会する。
②自治体⇆JOIN 
現在 JOIN は自治体にホームページに掲載するスペースを
費を払ってそこに情報を掲載する、という流れがある。しか
所によって差があり、年会費分の活動をしきれていないとこ
JOIN
自治体 Ro
②
③①新しいサービスのあり方
東地域にはソースを持っ
いうだけであるが、その
ことにより、この宿泊サ
て地域活性化に繋がる、
が、その分自治体とのコネ
貸しており、自治体は年会
しその自治体の動きも場
ろがあるのも事実である。
oming
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恐らく小さな村であったり、交通の便も悪く移住を希望する人が少ないということが
考えられるが、それでは最終目標である移住には程遠い。情報の開示もさることなが
ら、そこに実際に足を運ぶ機会を増やす必要があると考える。しかし自治体だけでは
ここまでの活動も難しい。そこで JOIN が Rooming とマッチングをさせ、自治体でカバ
ーできないところを補い、まずはその土地に足を運んでもらい、その地域のことを知
ってもらう機会を作る。
③Rooming⇆自治体 
最初から移住には不向きであっても、短期の滞在ならばどうであろうか。田舎暮ら
しには憧れがあるが、移住するとなると勇気がいる、と躊躇う人は少なくない。筆者
もある夏に栃木県の友人の田舎に滞在した経験があるが、周りは見渡す限り田んぼと
畑しかない、駅から車で 30 分、と条件はまるで良くない。友人宅は一軒家で快適であ
ったが近くに商業施設もない。友人の祖母の宅も訪問したが、平家の趣のある古民家
であった。正直に言ってここに移住したいかと言われれば答えはノーである。しかし、
また行ってみたいかと聞かれればイエスだ。何故かというと周りは自然に囲まれ空気
も良く、夜は星がとても綺麗に見える。森の中の一本道を歩くのも気持ちがよく、古
民家を訪れる機会もなかったので、とても思い出に残っている。また友人が益子焼の
体験に連れていってくれ、初めて自分で皿を焼いた。まさにここでしか出来ない貴重
なローカルな体験であった。それもシティホテルに宿泊していたら中々できない体験
である。こうした経験を積み重ねていくうちにその土地について関心がわき、将来移
住を考える可能性もある。
この部分をアピールポイントとし、その地域で空き家を有しているオーナーに、地
域活性化に協力してもらう前提で Rooming に登録してもらう。JOIN を通して登録して
もらった宿泊場所には、必ずその土地でしかできないローカル体験をパッケージ化す
ることで付加価値をつけ、これが他社サービスとの大きな差別化要因になる。
第二節 今後の予測
ここでは Rooming の今後の規模拡大とホストにもたらされる利回り、売上予測と、
今後考えられる課題について四項に渡って述べる。
第一項 マイルストーン
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まず予測されるユーザー数について述べる。Rooming のサービスは現段階で日本の
東京、もしくは周辺の関東地域に限定されている為、ホストの母体数としては Airbnb
や Wimdu と比較して規模が小さい。まず、JOIN のホームページから現在関東地域（茨
城・栃木・群馬・埼玉・千葉・山梨）で掲載されている空き家バンクを調べると、35
の自治体で登録があり、物件数は少ないところで１件、多いところで 30 件程ある。平
均すると 1 自治体でおおよそ 12〜18 件の登録があることになる。よって JOIN に掲載
されている分は合計で 420〜630 件となる。その他総務省の土地・住宅調査によると東
京都内でおおおよそ 80 万戸、神奈川県で 49 万戸の空き家がある為、全て合計すると
131 万戸になる。この数が Rooming の当面の市場規模である。ここで Airbnb のユーザ
ー推移を見てみると、彼らはサービス立ち上げから 2 年半で予約件数 100 万件を達成
している。全世界を母体数とする Airbnb と Rooming では大きな差がある為、Rooming
はオリンピックまでの 5 年間で予約件数 100 万件を目指す。
6 年間で 100 万件を達成するためには、伸び率が重要なポイントになる。Airbnb も
2008 年から 2009 年までの 1 年間の予約件数が 10 万件であったのにも関わらず、その
1 年後には 100 万件と年間で 10 倍の伸び率を記録している。よって Rooming では、次
のように伸び率を想定する。
そうすると 1 年目で月間 420 件の予約件数が必要になり、稼働率を 50％〜60％と設定
すると、少なくとも 28 件のホストを獲得する必要がなる。Airbnb の稼働率が約 80％
と言われているので、稼働率は知名度なども考慮し低めに見積もっている。
目標年間予約件数 目標月間予約件数 最低ホスト獲得数
1 年目 5,000 420 28
2 年目 30,000 2,500 167
3 年目 120,000 10,000 667
4 年目 500,000 42,000 2,800
5 年目 1,000,000 83,400 5,560
6 年目 1,500.000 125,000 8,330
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第二項 ホストに対する利回り
ここではホストにもたらされる利益性について説明する。ホストが都内のマンショ
ン一室をRoomingに登録する場合、しない場合とどの程度利回りに差がでるだろうか。
株式会社ネクストが運営する Home’s という不動産情報サイトによると、東京都内人
気の市区町村上位 5 位（新宿区、中野区、渋谷区、中央区、港区）で、1K を借りた場
合の賃料の相場は、約 9.7 万円である。よってもし空室を持っていて、それを人に貸
した場合、月収入 9.7 万円ということになる。それを Rooming に登録し、宿泊施設と
して貸し出すとどう変化するだろうか。前項で説明した通り稼働率を 50〜60％、1 日
の宿泊料の相場を、Airbnb 新宿区に登録されている空室の平均から 7000 円と仮定した
場合、月収入にして 10.5〜12.6 万円。稼働率 100％で計算すると最大で 21 万円の収入
になる。普通に賃貸物件として貸し出す場合よりも、少なくとも 1 万円程多い計算に
なる。また比較した上位 5 位の地域は交通の便も良いことから旅行者に人気も高く、
宿泊料金の設定を上げても、ホテルに宿泊するよりコストを抑えられる。
では改修が必要な一戸建ての空き家では、改修費をどの程度の期間で回収できるだ
ろうか。ここでは大田区をイメージし、JR 京浜東北線沿線の家賃相場と共に比較をす
る。Home’s に登録されている一戸建ての中から、新築〜築 25 年までの物件をランダ
ムに 5 件、築 25 年〜築 70 年までの物件をランダムに 5 件抽出し平均すると、その相
場は 16.5 万円となった。また、稼働率はマンションの場合と同じく、宿泊料の相場は
Airbnb 東京都内に登録されている一戸建ての平均から 1.7 万円と仮定した場合、月収
入は、25.5 万円〜30.6 万円。稼働率 100％の場合は最大で 51 万円の収入となり、賃貸
物件として貸し出す場合よりも少なくとも 10 万円程プラスになる。空き家の修繕費用
については、一般的に築 30 年で 500 万円程かかると言われている。稼働率 50％の月収
入で考えると、およそ 20 ヶ月で回収でき、稼働率を Airbnb 同様 80％まで引き上げる
ことができれば、1 年で回収することができる。
この様にRoomingはホストにとってメリットのあるサービスを提供することができ、
ホストは月収入を増やす為ゲストを獲得しようとホスピタリティの向上に努めるであ
ろうとこが予想される。ゲストはそのサービスを受け、また Rooming を利用したいと
思うようになり、結果として良い循環が生まれることになる。
50
第三項 売上予測
ここではオリンピックまでの売上を目標年間予約件数を元に予測する。（別紙参照）
1 の月間の稼働率は一律 50％（1 ヶ月 30 日とする）と設定し、2 の最低ホスト獲得
数は先ほど前述した数字を使用した。3 の予測平均宿泊料は前述したアパートメントタ
イプの相場 7000 円、一戸建てタイプの相場 1.7 万円の平均価格で計算している。平均
価格は物件の数が増えるにつれて上がると予想される為、4 年目からは 1.5 万円、オリ
ンピックの年である 2020 年には 1.8 万円と設定した。また 4 の手数料も宿泊料金に左
右されるため、平均の 15％とする。
2 年目までは赤字計上となるが、今回の売上予測はそれぞれの数字を最低限に見積も
っているため、ホストの数や稼働率、宿泊料の価格上昇で売上予測もだいぶポジティ
ブに変わってくると考えられる。また 1 年目で設定している条件での損益分岐点は、
宿泊予約数が 34,000 件を超える時であり、その為に必要なホスト獲得数はおおよそ
190 人である。ホストを獲得できればキャッシュは手元に残るため、ファンドから資本
金を調達できれば問題ないと考えられる。Airbnb も 2014 年時点で 4 億 5000 万ドルの
調達をしたとの情報もあり、資金調達は必須であると思われる。
第四項 検証すべき課題
ここまでビジネスプランの構築を行ってきたが、まだ検証すべき課題がいくつか残
っている。まずこの他人を家に泊める・他人の家に泊まるというサービスが、今後日
本でどこまで浸透していくか、ということである。元々他人を家に泊めたり、泊まっ
たりするという習慣は日本に馴染みがない。しかし昨今のソーシャルサービスの変化
は凄まじく、10 年前にはなかったサービスが当たり前のように使われていることもあ
る。特に若い世代は目新しい物に順応するスピードも早い。そして日本にも既に類似
サービスが始まっており、これは Rooming にとって決して悪いことばかりでなく、逆
に言えば既存サービスによって市場がある程度耕されている、ということにもなる。
もう一つは、官民連携のビジネスモデルがどこまで受け入れられるかということで
ある。大田区でインタビューさせてもらった際に、担当者はこのサービスが利益だけ
を追求するものではなく、地域活性化を目指すものであれば、必ずしも私益目的とは
言い切れないので協力することは可能であると話していた。しかし全ての自治体でそ
ういった認識をしてくれるとは限らない。もし自治体と Rooming が良い関係を築き、
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協力することができれば、ユーザーにとって今までになく魅力的なサービスが提供で
きると筆者は考えているが、実際にサービスを始めないことには未知数である。
オリンピックや経済政策の追い風ももちろんあるが、もっと外に、そして世界が今
まで知らなかった日本の魅力を、Rooming を通してさらに追求していきたい。
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別添① 2014/12/11（木） 東京都庁住宅政策課職員 インタビューA、B：筆者
筆者：それでは宜しくお願い致します。
A、B：宜しくお願いします。
筆者：早速ですがこちらで行われている空き家モデル事業についてお伺いしたいので
すが。
B：こちらで対象としているのは住宅だけですがよろしいですか?
筆者：と、いいますと?
B：空き家の再利用、解体、また住宅と商店で全く別の扱いになっていて、対応する部
署もそれぞれ異なります。
筆者：なるほど。こちらでは住宅を取り扱っているということですね。
B：住宅の再利用の扱いになります。
筆者：ありがとうございます。このモデル事業というのは 23 区と国との連携事業とい
うことなのでしょうか。
A：いえ、区と都庁では別物になります。空き家対策というのは地元に密着した問題で
すので、地元が対策を取った方が得策であると考えています。
筆者：なるほど。
A：各区で個別に実態調査を行ったりもしています。
筆者：そうなのですね。こちらの事業は 23 年度からということでしたが、実際はどれ
ほどの希望者があるのでしょうか。
B：24 年度から大分条件を絞っていますので、それほど多くはないですね。25 年度は
ホームページに掲載した例の 3 件です。
A：あくまでもモデル事業ということで可能性の実証という形をとっていますので。
B：そうですね。活用する用途いたしましてもグループリビング（共同居住）などに限
っていますので。
筆者：可能性の実証、そうですね、“モデル事業”ということですからね。となると実
際に空き家事業を行っているのは…空家バンク制度ということになるのでしょうか。
B：あれはどちらかというと NPO さんでやられていて、地方への定住目的という側面
が強いような気がします。
A：そうですね、地方では結構盛り上がっているんですけど、これをご覧頂くとわかり
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ますが、都内ではほとんど…。
筆者：（資料を拝見する）本当ですね、実際に利用しているのは 5 つだけですね。
A：それも村の方が多くて、やはり定住目的で使用する場合が多いですね。豊島区は
23 区の中で一つだけ採用しているのですが…
B：他は都心なので不動産屋さんも多いし、そこにお任せすることがほとんどですね。
筆者：そうなんですね。今考えているビジネスとして、オリンピックに向けて空き家
を活用した宿泊施設を建てられないかと考えていまして。
A：そうなると旅館業法になるんですよね。今特区制度といって短期間での旅館業法の
措置が色々取られるみたいですね。だいぶ緩和されるとか。
筆者：情報ありがとうございます。早速調べてみます。
A：こういった空き家の活用は京都府がすごく積極的に取り組んでるんですよ。
筆者：京都は歴史的な古屋がすごく多いですもんね。
A：そうですね。古屋が集まっているところなんかはいいみたいなんですけど、近代的
な建物が集まってる辺りはやっぱり難しいみたいですね。
筆者：共同住宅で空き家を見つけるなんてのは難しいですよね。東京都も共同住宅は
とても多いと思いますが。
A：そうですね。一棟まるまる空いてるって場合は対象になるんですけど、一室だけっ
ていうのはなかなか。
筆者：モデル事業の話に戻るんですけど、これっていうのは応募者が主体になるんで
しょうか。
B：基本的には業者の連絡からどういうデザインにするとか、全ては応募者の方が主体
です。ただその後 10 年間どういう方が入ってますか、というフォローアップはこちら
からしていきます。
筆者：そうか、そういうフォローアップがあって、モデル事業、なるほど。
A：他の区がやってる取り組みなんかですと、足立区ではゴミ屋敷条例だったり、老朽
化対策で解体費用を補助金で出す、なんてこともやってますね。大田区は確かこの 12
月から空き家活用って言って空き家を持っている人と、希望者をマッチングさせる地
域貢献事業をやり始めたと思います。文京区は解体費用を出して、土地自体を借り上
げるなんてこともしてますね。
筆者：やっぱり区としてもどうにか対応しようとしているわけですね。空き家をビジ
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ネスとして活用しようって取り組みは、企業と提携してやったりとかありますか?
B：この前国会で空き家ビジネスに対する補助金を出そうって、ありませんでしたっけ。
A：管理等基盤協会推進事業とかってやってたよね。空き家ビジネス、結構あると思い
ますよ。これなんかは、（資料を出して）空き家を管理するってやつですけど。
筆者：あぁ、空き家の見回りとかってやつですね。
A：そうですね。
筆者：でもやっぱりビジネスでやろうとすると、権利問題何かで色々と問題も出てき
ますよね。
A：うん。やっぱりこういうのって結局は仲介みたいな話で、じゃあ何故不動産屋さん
で話が進まないのかってなると、行政の持つ信頼度もあるんじゃないかなって私は思
います。台東区の例なんかで出すと、あそこは町会をとっかかりにして始めたんです
よね。空き家の情報ってなかなか出てこないんですよ。そこで色んな人に話を聞いて、
近所のおじさんから、「あそこん家この間亡くなって空いてるみたいだよ」て言って情
報をもらったり。地域のコミュニティって大切だと思うんですよ。
筆者：それは一理ありますね。どこが空き家かなんて情報得るのは簡単じゃないし。
A：それがビジネスってなると行ってもなかなか信用してもらえなかったりというのも
あるんじゃないですかね。豊島区では空き家っぽいところを見つけて、持ち主見つけ
出して電話して、それでも「空き家じゃありません、使ってます」なんて言われちゃ
ったりもするので。まぁ物置いてます、ってだけってこともあるんでしょうが、用途
は人それぞれだし、外観からだと判別つかないですね。
筆者：とてもいいヒントを頂けたような気がします。
B：あとは区のホームページにも載っていると思うので、参照してみてください。
筆者：はい。今日はお忙しい中お時間頂きましてありがとうございました。
A、B：ありがとうございました。
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別添② 2014/12/22（月） 大田区役所職員 インタビューC：筆者
筆者：今日は宜しくお願い致します。
C：お願いします。空き家についての事業はいくつかあるんですけども、まずですね、
老朽化した空き家、活用ができないやつですね。ボロボロの、これテレビとかに出た
やつですけど、（資料を指す）近隣の迷惑になってるやつですね。これ条例作ってるん
ですね。
筆者：空き家の適正管理に関わる条例ですよね。
C：そうですね。
筆者：これは解体・撤去に関する条例なんでしょうか。
C：いやそれ以外にも、それは最終段階であって、それ以前に持ち主に対して指導した
り勧告をしたり、氏名の公表をしたりするのがその条例です。
筆者：なるほど。
C：あともう一つが商店の空き店舗の情報を、大田区の産業経済部ってところでやって
るんですけれども、（情報を）登録していただいて、それを商店街活性化のために空き
商店を、また自分が借りてお店を開きたいっていう人のための便宜を図る事業をやっ
ています。これは商店街対策ですね。シャッター通りとかって言葉聞いたりしますよ
ね。
筆者：はい。
C：それから、こちらは貸工場とか工業用地を探している方に対してこういった物件を
登録をして頂いて、工場を開きたいという人たちに対して紹介をするという。これも
産業経済部の方でやっています。それからうちでやっている空き家の活用相談窓口で
すね。これは公益目的でやって頂くということなので、例えば空きアパートがあるか
ら、空きマンションがあるから入居者を募集してあげるってわけではないんですね。
地方にいくとそこまでやっている自治体もあるんですね。いわゆる空き家バンクって
言われるやつですけれども。それは不動産屋さんの仕事なので、やっぱり民間がやる
べき仕事にまで区は介入しないと。あくまでも空き家を地域の為に活用できないかと。
例えば町会の事務所だとか、子供たちやお年寄が集まる場所だとか、色々考えられま
すよね。
筆者：そうですね。
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C：消防車の小屋立てるとか。放課後の子供たちの勉強スペースにするとか。どこまで
を公益目的っていうかはちょっと難しいところもあるのですが、皆の為になるような、
要するに営利目的でないような使い方をして頂くということで。（資料を指しながら）
この仕組みがこちらです。左に大家さん、反対に使う側のひとたち。あと区が使う場
合もあるので三つ書いてあるんですけれども、大家さんからこういう家があって使っ
てないので活用してほしいという申し込みを受けます。逆に使いたい側のほうからこ
ういうものを探しているという申し出を受けて、情報をストックします。それから区
の方でも、例えば保育所が少ないから子供たちの面倒を見るスペースにしたいだとか、
例えば公園を作りたいから土地を探しているとかあるわけですよね。そういう情報を
ここで集めて、ちょうどいい情報があったらどうでしょうか、ということでマッチン
グをすると。それで成立と書いてあるんですけども、なかなか成立するっていうのは
数少ないと思うんです。どうしてかっていうと、この人たちは（空き家を使いたい側）、
どうせ空き家だから安く借りれるんじゃないかっていう思いがあるわけですよね。こ
の人たち（空き家を貸す側）っていうのは、まぁ空いてるからタダで貸してもいいよ
っていう人もいるかもしれないけれども、いい物件を持っている人は、そこそこ家賃
を頂きたいとか、そういうことを言ってくるとなかなかマッチしないわけですよね。
区の方でも例えば保育所にしたいとか、公園にしたいとか、やっぱり条件があるわけ
ですよね。そういう条件に合うかっていうとなかなか合わないと思うので、それを色々
情報を蓄積して、色んな情報の中からこの物件だったらこういう使い方で条件が合う
んじゃないかとか、それで両者を引き合わせて、条件が合えば活用して頂くという、
簡単に言えばそういう事業です。
筆者：ありがとうございます。
C：この事業は世田谷区が平成 25 年度から始めていまして、ここをお手本にしていま
す。
筆者：お手本にされているのは具体的にはこの活用に至るまでの流れですとか、そう
いったところですか?
C：仕組みは大体同じですね。他に何か質問したいことがあるでしょうか。
筆者：はい、現在の大田区の空き家の状況って言うのは、比較的空き家が増えている
傾向にあるのでしょうか。ホームページを拝見させて頂いたときは、特区内で 10 位と
あったのですが。
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C：空き家の数っていうのは、区が独自に調査している訳ではなくて、国の調査がるん
ですね。5 年に 1 回ある国勢調査ってご存知だと思うんですけど、それとは別に住宅・
土地統計調査っていうのがあるんです。それも 5 年に 1 回あって、直近は平成 25 年に
やってるんですけれども、それはまだデータが公表されていないので、その前の平成
20 年のデータによると、大田区内で 4 万 4000 戸の空き家があると。推定値ですね。
どうしてかっていうと、国勢調査は全てのお家を調査するんですけども、住宅・土地
統計調査っていうのは抽出調査なんです。だからエリアを絞って調査して、大田区内
を推定している。平成 10 年の調査からすると 1 万以上増えています。だから空き家は
増える傾向にあるんですね。高齢化が進んでいるじゃないですか。皆さん核家族でお
家を持っていたと。高齢者人口もそろそろピークを打ちますよね。段々少なくなって
いく。ということでお年寄りが使わなくなったお家が余っていくわけですね。それか
ら国の政策の問題があるんですが、相続の問題とかいろいろあって、要するに資産を
持っている方がどんどん作ってしまうんですね。賃貸物件を。それで古くなると、も
う空き家が余っている状態じゃないですか、そうすると入居者が集まらないから家賃
が取れない、そうするとまた壊して新しく作っちゃう。それでもう空き家が減らない
状況にあるんですよね。これは国の方で政策的に誘導しないと空き家は減らないので
はないかと。こういう問題って言うのは固定資産税の問題で、更地にしておくよりは
建物建てておいた方が家賃が 6 分の 1 になるからっていって、ボロボロになっても取
り壊さないと。他に相続で揉めてるとか色々あるかもしれないし、ここまで酷いのは
（資料を指して）なかなかないんですけどね。ここで（事業の中で）活用しようって
いうのは、その中でもしっかりした住宅があれば、大家さんが地域の為に使ってくれ
るっていう大家さんがいれば、皆の為に使おうってそういうことなんです。古い住宅
っていうのが、建物の耐震基準で昭和 56 年で建築の強度が違うんですね。56 年以前
の建物って弱いのが弱いので、区の方であまりお勧めができないので、そうするとそ
れでもいいよと言って使ってくれるところがあればいいのですが、区として公式にマ
ッチングは難しいと。じゃあその修繕費用はどうするんだって話ですが、これは両社
で相談してっていうことに今はなっているので、区では予算を組んでいないですね。
将来的な検討課題になっています。
筆者：ではこの地域貢献事業に関しては補助金という仕組みはない、ということです
ね。
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C：今のところはないですね。
筆者：基本的には所有者の方が全部、修繕費用ですとかは負担して、
C：もしくは借りる側が出してっていうことですね。全く補助金がないかっていうとそ
うではなくて、区の方で毎年提案募集をして、それに合格すれば 100 万とか 200 万と
かお金が出る制度があるんですけれども、うまくそれに乗っかれば補助金がもらえな
いことはないですが、住宅をリフォームしようと思ったらかなりお金がかかるので。
かなり修繕しなくてはいけないような場合は、マッチングも苦労するんじゃないかと。
筆者：先ほどお話頂いた空き家の適正管理に関する条例なんですけど、これは今まで
にどれくらいの数を取り扱ってらっしゃるんでしょうか。
C：実際に把握しているのは、うちの部署ではないので正確な数はあれなんですけど、
大田区内にこういう地域で問題になっている住宅は少なくとも 100 件、というふうに
聞いてます。取り壊したのは資料の 1 軒のみで最初で最後です。今後は又あるかもし
れないですけど。
筆者：これは 2014 年ですか？
C：そうですね、つい最近です。6 月くらいかな。
筆者：ではこちらの活用事業の方は、所有者の方が相談なり登録なりをしてからスタ
ートする、という形ですね。職員の方が直接空き家を探して、ということではないと。
C：それはないですね。空き家っていうのは見た目でわかるものもあるけれども、わか
らないのもあるんですよ。実際に空き家みたいなものでも月に 1 回来て使っていると
いうこともあるみたいだし、それはそれぞれご事情があって空いているわけですから、
こちらから出向いて行って、ここ空いてますよね、使わせてもらえませんか、という
わけにはなかなかいかないですね。だからご本人からもしくはご近所の方が所有者の
方から聞いて、空いているんだけど何かで使ってくれないかという話を区に持ち込む
ということはあるかもしれないですが、基本的には所有者の方からの申し込みが原則
です。
筆者：いくつかお話を聞かせて頂いた中で、空き家を見つけるっていうのが難しいと
いう印象で。先ほど仰ったように外見では判断つかないわけじゃないですか。
C：そうですね。不動屋さんの流通経路に載っていれば簡単なんですけど、そうじゃな
いものっていうのは親族で揉めてたりとか、なんか事情があったりしてね、空いてい
るわけですから。空いているけど貸すつもりはないとか。探すのは難しいかなと。そ
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れでもたまに、1 年に何軒かは区の方で使ってもらえないかって申し出があったりし
てるんですよ。
筆者：借りたい場合は、所有者の方に賃料を払うことになるわけですよね。
C：そういうことになると思います。ただでもいいよって言う人もいるかもしれないけ
れども、皆が皆そういうわけではないし。税金を払わなければいけないし、傷んだら
直すのは家主の義務なので、法律上。だから全くお金貰わないで使わせるっていうの
はどうでしょうね。少ないんじゃないかな。
筆者：もうすでに申し込みをされている団体はあるんでしょうか。
C：ぱらぱらとあります。これから積極的に PR をして、区報や掲示板に張ったりとか。
まぁ世田谷でもこれやってるんですが、あんまりマッチングまでいってるケースは多
くないんですね。話はあっても、条件が合わなかったりだとか建物が古すぎて使い物
にならなかったりだとか。良い物件だけど家賃が高かったりとかですね。両社の条件
に合わないんですね。
筆者：なかなかマッチさせるのが難しいんですね。
C：そうですね。
筆者：今現時点で考えられる課題ですとか、問題点というのはありますでしょうか。
例えば今までヒアリングした中ですと、モラルハザードと言いますか、本当は自分で
手を入れなければいけない建物でも、区がこういうことをやってくれるから放置して
しまう、ということも可能性としてはなくはないと思うんですけれども。
C：区は別に何もしないですよ。助成金出すことも今のところはないし。ただ使いたい
方がいればご紹介するってだけですから、あとは両者で相談して頂くと。家賃の交渉
にも立ち入りませんから。どこか他の自治体には行かれてますか？
筆者：都庁の方に。あとは実際に空き家を利用して実際ビジネスを始めている方に少
しお話を聞かせてもらいました。
C：例えば空き家を使ってお年寄りのグループホームにしたりとか、外人観光客の宿泊
施設にするとか、というケースもありますよね。
筆者：ちょうど今考えているのが外国人向けの宿泊施設でして、安倍政権の政策の一
つに国家戦略特別区域、大田区も指定されてると思うんですが、その中で旅館業法の
緩和が盛り込まれているんですが、それを使って何かできないかと考えているんです
が。
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C：そうですね、それを公益目的と見るか、営利目的に近いですよね。外国の人に来て
もらって、日本観光してもらって、良さを世界に広めてもらって、日本の観光産業を
活性化すると、広い意味では良いことなんですが、それを公益目的とみるか。でもそ
れは然るべき宿泊費を貰って経営として成り立たせようとしている訳だから、営利目
的じゃないかと。そうなるとちょっと難しいですよね。でも全く扱わないっていうの
はまだ判断してませんけれども。
筆者：となると、今度公益目的以外も将来的には、という可能性もあるんでしょうか。
C：まぁ一応公益目的って謳ってますからね。極端な話空き部屋がいっぱいがあるから
誰かに貸すって、そういう仕事はやりません。それは民間の不動産屋さんがやる話。
大家さんのアパート事業収入で営利目的なので、それはやらないんですけれども、外
国人観光客の宿泊場所にするとか、外国人留学生の寮にするとかね、そういうグレー
のところはありますよね。必ずしも営利目的とは言い切れない政策的な部分がありま
すよね。それを全く扱わないかっていう判断はまだしてないです。これで公益目的の
実例がどんどん成立していけばいいんだけれども、なかなか成立もしないと思うし、
そこまで守備範囲を広げるかっていうのもね、12 月で始まったばかりなので。
筆者：応募団体の条件としては公益目的に使用するっていう一点のみということです
か。
C：それが原則ですね。だからまず公益目的で活動している団体、 ないしは公益目的
で活動していない団体であっても、公益的なことをやってくれればいい。民間業者が
公益的な事業をやります、と。保育所を経営したりとか、そういう例もありますよね。
筆者：これは大田区役所の方で別の企業に委託してやってらっしゃる事業ですよね。
C：そうですね。大田まちづくり公社っていうところに委託してやっています。
筆者：原則そちらが主体となってやられてるんですね。
C：そうです。実際に応募がきて対応するのはまちづくり公社の職員です。ただあくま
でも委託業者で、公社の職員ではできない仕事もあるので、PR をしたりとか、予算を
計上したりとか、区の職員じゃないとできない仕事は区がやります。
筆者：世田谷でも委託業者を通してやってらっしゃるんですよね。
C：世田谷区は財団法人世田谷トラストまちづくりが委託をうけていますね。大田区の
場合は株式会社なんですが外郭団体ですから。
筆者：各区の自治体との連携っていうのはあるでしょうか。
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C：ないですね。世田谷は先行してやってますから、お手本にしたりしてますが、走り
出してしまうと、扱うのは区の物件ですから、連携はないですね。実際こういう事業
やってるのは大田と世田谷だけなんですね。
筆者：そうですね、条例はあってもマッチングまでやってるところはないですね。
C：居住支援協議会っていうのがある豊島とか、江東区とかは住宅に困った人たちにあ
っせんする為に会議体を作って不動産業界とタイアップして支援をやってますけれど、
やっている内容が全然違うので。
筆者：この空き家活用事業をやろうと思われたきっかけというのはあるんでしょうか。
C：きっかけは、過去にも区にこういう情報が持ち込まれたりしていたんですが、空き
家が増えていると、平成 25 年の調査では 5 万戸くらいいってるんじゃないかと、せっ
かくあるんだったら活用できないかと思って始めたわけです。まぁ 4 万 4000 戸ある
からと言って、そのほとんどは不動産の流通過程に載っていますから、本当に使われ
てないし入居者も募集してない、というのは少ないんじゃないかと思うんですね。数
千くらい。その中でまだ十分に使えて大家さんも使っていいよって言ってくれる物件
はかなり少ないんじゃないかと。
筆者：いくら空き家があっても、すでに賃貸用で出されていることもあるんですね。
C：まぁ賃貸用で出されているものを扱わないかっていうとそうではないんですが、扱
うんですが、その場合借りる人たちがこういう人たちですから、賃貸で募集している
くらいの家賃を取るよってなると条件と合わなくなるわけで、家賃を下げるとか工夫
をしてもらわないと難しいかな。
筆者：実際大田区の中で空き家ビジネスとして、空き家に対して働きかけをしている
ところってあるんでしょうか。
C：ビジネスに近いのは先ほどお話した空き店舗の斡旋、空き工場の斡旋ですよね。こ
れは区が関わってますが工業・商業振興ということで、店舗を空いたままにさせない。
商店街を寂しくさせないようにしている訳ですが、これをビジネスというのかどうか。
筆者：これは業種を問わずですか。
C：貸し工場は工場として、商店は商店として、事務所もいいのかな。
筆者：テナント店舗ではないもの…条件は色々あるんですね。
C：条件はありますが
筆者：これはとても興味深いなぁと思いました。
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C：ここは管轄外なので、こちらに聞いてもらってもいいと思いますけど、これなんか
は地方の空き家バンクなんかと同じですよね。
筆者：これに関してもマッチングみたいに貸し手と借り手を引き合わせる、というこ
となんでしょうか。
C：それはやっていないんじゃないかな。情報提供だけじゃないかと思いますね。
筆者：そうなんですね。後で拝見してみます。今日は本当にいいお話が聞けました。
C：いい取り組みなんですけどね、実績がどこまで行くか…
筆者：難しい面もありますよね。私もビジネスとして考えてはいますが、行政の方が
信頼という面では確実に違うので、貸す方としては安心ですよね。
C：ただ契約となると当事者同士なので、条件が合わないなどの文句を言われても困る
ので、それはお互い責任もってやって頂くということになりますね。行政は不動産の
プロではないので、契約には介入しません。
筆者：そうですね。あとは縁、ということもあるかもしれません。しかし非常に為に
なるお話ありがとうございました。
C：こちらこそありがとうございました。
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別添③ 2015/1/5（月） JOIN 事務局職員 インタビューD：筆者
筆者：今日はよろしくお願い致します。
D：お願いします。これ JOIN の紹介としてお持ちした資料なので是非ご覧ください。
筆者：ありがとうございます。
D：うちは自治体と法人の会員組織なんですよね。会費を頂いて、会員の方がいらっし
ゃるという形。自治体は 44 道府県ということでかなり会員数多いですね。というのも
総務省と一緒に作った団体というのもあって、自治体に関してはかなり会員になって
頂いているところが多くて、それ以外に法人会員ということで企業さんも会員になっ
てらっしゃるという感じですね。ホームページもかなり内容が充実してきたので、ホ
ームページも事業の柱の一つになっているのですが、元々は自治体と法人をマッチン
グさせるということで。地域の問題を解決するには行政だけではなかなか難しいとこ
ろがあって、そこを民間の力を活用して、民間の新しいビジネスモデルみたいなもの
を作っていくなかで、地域の課題を解決していく、という。うちは基本的には都市か
ら地方への移住を推進するということやっていて、2007 年くらいから始めているんで
すね。まさに今地方創生とか動きとしてはやっときたか、という感じなんですけど。
できた当時の2007年はどちらかというと団塊の世代の一斉退職と言われていたときで、
シニアの方のセカンドライフとして、地方で暮らすのも一つ視野に入るということで
と、それから人口減少ががくっと下がり始めたのもちょうどその時期で、その時都市
から地方へ、というのを役所も考え始めていたんですね。その時になかなか自治体だ
けでは難しいということで、行政の限界があるところを企業の力を借りて、というの
を元々は目的に始めた団体になっています。やっぱりそれが難しくて、どちらかとい
うとホームページなんかは自治体会員がこれだけいらっしゃるので、自治体が発信し
ている情報っていうのは、移住者を引っ張ってくる為の住まいと仕事、あとお試し暮
らしみたいなことも。なかなか一気に決心しないので、お試し暮らしのためのフェア
とかセミナーとかいろんな企画をやっているんです。あと支援制度もよく出されてい
て、JOIN のホームページでも特集しているんですけれど、住まいに関しても空き家を
改修するのにお金がかかかりますよね。
筆者：そうですよね。空き家はあってもそこで渋ってしまうところもありますよね。
D：特に水回りとかちょっと使わないと荒れてしまうし、古いとトイレも水洗じゃなか
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ったりもするので、なかなか東京の人が地方に行ってそういう暮らしも慣れないとい
うことで、水洗トイレを作るとか、そういうのを含めて改修費用を二分の一は出しま
すとか、上限 200 万円くらい出すというところも中にはあります。
筆者：それは自治体が設定されてるんですよね。
D：そうですね、自治体独自の政策として移住者を呼んでくるのに改修費用を出すとい
うところもありますね。ただそういうところは割と交通の便も悪くて、過疎も進んで
いて、なかなか人が来てくれないからということもあります。果たしてお金で呼ぶと
いうのがいいのか、というのもありますが、自治体としてそういった支援制度を非常
に充実させているところも多くあって、その情報を年に一回特集記事として挙げてい
ます。移住の際に支援制度だけを見て決める訳ではないですけど、比較検討ができる
ように特集を組んでいて、移住をしたいという方に関しては、仕事と住まいと、お試
しツアーと支援制度という情報をホームページに載せていて。自治体もそういった情
報を自身のホームページに出してはいらっしゃるんですが、なかなか見てもらえない
というのが…。
筆者：閲覧する機会が少ないですね。
D：それが一挙に集まってポータルサイトになっていることで関心がある方が見比べて、
自分の候補地とかをイメージができるように、ということで作ったホームページなん
ですけど。すごくアクセス数も伸びていて、60 万弱ページビューくらいで、こういっ
たニッチなものにしては非常にアクセスも多いということで、それを自治体にお伝え
すると、じゃあうちも載せようっていう方が多いですね。担当の方には ID とパスワー
ドお渡して、あとは自由に情報を発信できるように。だから熱心なところはいっぱい
入れてくれて、そうやってしょっちゅう入れてると、それを見たって方が来られると、
やっぱり効果あるってことで続けてやって頂ける感じですね。会員の市町村全部がっ
ていうことではないですが、一生懸命使ってくださっているところも多いという印象
です。そういう風に情報が充実してくると閲覧数が伸びて、ていう良いスパイラルで
すね。空き家バンクも自由にアップできるようになっています。地域別になっていて
それをクリックすると各市町村が出てきます。元々うちの意図としては担当者の顔写
真も入れてもらって、親しみをもって問い合わせをしやすくしてもらうのを狙ってい
て。顔が見えると問い合わせもしやすいんじゃないかと。結構自治体に電話をしても
たらい回しになってしまうんですね。なかなか空き家バンクにたどり着かないという
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のも課題としてあるので、まず一覧として整備しましょうということで、自治体のど
この何課が担当していて、担当者の名前まで出してもらって、あわよくば顔写真も載
せてもらって、親しみをもって問い合わせしてもらおうというのが一つ主旨としてあ
ります。まず問い合わせ先がわからないことにはね。
筆者：そうですね。なかなかどこでやっているのかが明確でないですね。
D：ここで見れば大体自分が行きたい地域があって、クリックしてもらうっていうこと
で。それと新着物件も担当窓口も載っていますので、熱心な自治体はそこによく発信
して頂いています。
筆者：そこに上がってくる空き家っていうのは、持ち主の方から既に許可を頂いてい
て、貸すことを前提として、ということで載せているわけですよね。
D：そうですね。空き家バンク自体、私もこの仕事を始めるまでは全く知らなかったく
らいで、まだまだ社会的には認知されていないので。
筆者：最近ようやく空き家っていう言葉が目立ってきたかな、という感じですよね。
D：総務省が５年に一回行っている調査がありますよね。今年がちょうどその年で、空
き家が全国で 13.5％という数字が走って、そんなにあるんだ、という話になって、そ
の空き家をどうするかが社会的な問題だという風に捉えられて、それに対して空き家
バンクっていう制度があるよねってことでちょっと今年は注目を集めましたね。
筆者：そうですね。テレビでも何度か拝見しました。
D：結構新聞が多く取り上げてくれて。ご覧いただいたのは JOIN の空き家の実態調査
っていう報告書だと思うんですけど、たまたま私が担当してて。4 年前に同じ調査をや
っていて、それを見て問い合わせをしてくる方もいるんですけど、データがちょっと
古いなと。じゃあ 4 年経って自治体がどういう動きをしているかっていうのを同じよ
うな質問項目でやれば、経緯がわかるかなということで行った調査ですね。それをア
ップしたところ色々お問い合わせがあって。本当は国交相とかが把握しているべきな
んですけどそれもうまくいかなくて、うちの調査が世の中でも最新だったみたいで。
筆者：そうですよね。全国の自治体の実態を調査するってなかなかできないですよね。
D：そうですね。全部の市町村に投げて回答率も 67.4％とそんなに悪くはないので、公
式な数字として出せると思います。日経新聞の夕刊に出して頂いたりとか。地方は地
方紙の方が強いので。地方紙では、例えば九州だとその地区の実態を教えて欲しいと
かいう問い合わせもあって。でもこの報告書ではわざと自治体名を出していないんで
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すね。というのも、例えば議会から突っ込まれるとか、色々あるので。成果が上がっ
ているところはいいんですが、上がっていないところは名前を出してしまうとちょっ
と。こんなに反響があると思わなかったので、二次利用については記さずにアンケー
ト調査をやってしまって、特に許可を得ていないので、わざと自治体名は伏せていま
す。この地区のここはどうですか、と問い合わせを頂いたときは各自治体に確認をし
ています。
筆者：それだけ注目されているってことですよね。
D：総務省の調査結果で注目されて、その後地方創生の波がきて、安倍総理とかが東京
一極集中ではなく、地方に人を、って話をされているので。人が移動するってことは
住まいの話も必ずついてきますので、そこで注目されているという感じですね。近々
ですけどフェアもやっています。各自治体が来て移住の相談ブースを作って、こんな
仕事がありますよ、とか住宅がありますよとか相談にのってくれます。こういうフェ
アだと候補地をいくつか挙げられるし、セミナーもありますので。マッチングという
ことですと、皆さんから会費を頂いているので、その会費をどう使っていくかという
のが事業計画になるのですが、マッチングを進めるために助成事業というものもやっ
ています。企業側としても、移住交流というのが最近注目されていますが、会社でり
ん議を回しても許可が出ないというところもあるので、会費相当額の助成金の募集っ
ていうのを年度の始めにやっていまして、最初の立ち上げのところを支援して、新規
ビジネスモデルの立ち上げをサポートして、そこからの横展開は企業さんの責任でや
って頂くというような仕組みになっています。
筆者：これは公的な目的に限らず、ということでしょうか。
D：そうですね。うちの財団としての事業なので比較的緩めです。今 JOIN は人数あま
りいないんですけれども。基本的に各企業、自治体からから出向しているんですね。
官民連携のビジネスモデルを作るっていうことで、民間企業と自治体職員が半々で集
まってやっています。結局手弁当というか企業からお給料をもらってやっているので、
人件費もかからないんですね。会員の皆さんから頂いた会費っていうのは、事業費と
して使えるというようになっています。なので助成金も出せるんですね。まぁホーム
ページには運営とかでお金はかかってはいるんですけど。フェアなんかは出展料を頂
いてやっているんですが、今年は地方創生もあってお断りするくらい出展希望もあっ
て、まぁ頂いた出展料の中で大体まかなえています。助成金なんかは事業費として、
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皆様からの承認を頂いてやっています。後は企業とか自治体から悩みを聞いて、じゃ
あどこどこの企業を紹介したりとか、斡旋じゃないですけど、そういうこともやって
います。空き家に関しては企業が少ないですね。この調査報告を一緒にやったのは会
員の A 総合研究所（※論文とは直接関係がない為非公開）なんですけど、シンクタン
クなのでビジネスというわけではなく、動向を把握したいということだったのですが。
今年は地方創生の話もあって、一般法人会員は年会費が 50 万円なんですが、会員にな
ってくださるところも多くありました。
筆者：結構大きな企業もいらっしゃいますね。
D：そうなんです。不動産系の会社も話に聞きには来られてますね。新聞とかでご覧に
なって、お話聞きたいという方も多くて。例えばこの B 社（※）は建築会社さんです
が、建築家の先生を派遣するようなエージェントなんですね。新しいビジネスの形を
探したいということでうちにいらして、お話しして入会して頂いたんですが、今自治
体さんに、建築家の先生が沢山いらっしゃるので、この地域を活性化するためのアイ
デア募集みたいなコンテストをやるという話で。今一緒に動いたりしています。
筆者：それはすごく面白いお話ですね。
D：他にはやっぱり不動産会社は多いですね。大手企業とか。リフォームする会社も多
いですね。ただあんまり絶対儲けてやろうという感じで来られると、ちょっとバラン
スが…。ある程度儲けはしますが、社会貢献ということにもちゃんと思いがある企業
に入って頂きたいというのがあるので。あとは年会費も高いし。空き家関係だとその
くらいですかね。自分たちのリスクで古い空き家を買い取ってリフォームして売る、
という企業はいくつか来られましたね。
筆者：そうなるともう普通の不動産業、ということですよね。
D：そうですね。なかなか地域の空き家情報がわからないから、情報公開みたいなこと
を望まれていたんですけど、そこは個人情報の問題もありますし、自治体も一企業に
加担するというのが難しいので、そこをお手伝いできるかは微妙なところですね、と
いうお話はしています。大手の不動産企業は都心は 30〜40 代を狙ったマンション販売
をやっていて、60 代後半以上の年代には老人ホームを運営したりして、50 代のミドル
の市場に食い込めていないというお話をされていて、そこに打ち出したいので、移住
交流だとちょうどそのくらいの世代ということもあって、何かできないかということ
で来られているところもありあましたね。ただなかなか入会して会費を払って、直ぐ
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にこんなビジネスできるっていうのがないと入会してくださらないので難しくて。そ
れでも今年は入会してくださるところも多かったですね。特に就職関係の企業が特に、
地方での就職ですとか仕事情報の発信っていうことで何かできるんじゃないか、って
お話ししていますね。やっぱり仕事と家がね…家がもうちょっといけばいいんですけ
ど、なかなか自治体も実際に空き家バンクを立ち上げてはいますが、すごく頑張って
いらっしゃるところと…
筆者：やはり実績はそんなに多くないんでしょうか。
D：ないですね。報告書を見て頂いても、開設以来の成約件数なんですが、１位は長野
の佐久市なんですが、担当者の方にお話を聞いても、基本的に佐久市って長野新幹線
も通っていていい場所なんです。交通の便も良くて JR 東日本と一緒に移住推進をやら
れていたりとか、あと先端医療をやっている総合病院もあって、お年寄りの方が移住
されても安心だし、東京にも 70 分程で通えますし。
筆者：やはり交通の便て重要なポイントですね。
D：交通の便も良くて医療体制も整ってるっていうのがあって人気が高いんですよね。
だから空き家バンクの成約率も高いんだなって。なかなか自治体だけでは職員の方が
宣伝とかもできないので。
筆者：空き家を探すっていうだけでも難しいみたいですよね。一見して判別もつきに
くいですし。
D：そうみたいですね。個人情報の話もあるので。地元に誰も住んでいなくて子供達も
バラバラっていうパターンもありますよね。
筆者：空き家バンクは東京都内ではあまり物件がないのでしょうか。
D：23 区とかはないですね。ただ例えば大分市なんかは市営で大規模な市営住宅を持っ
ていて、その昔に開拓したもので高齢化してきて段々空室が増えてきて、それをどう
するかっていう対策として空き家バンクを利用していますね。移住とは切り離してい
るのですが、都心にもありますよね、団地とか、ああいうところの高齢化も進んでい
ますので、そういうところをどうするかっていうのも行政の課題ではあるので、それ
に空き家バンクを使う例もあることにはありますね。このアンケートでは最初に「移
住交流事業を実施していますか」という質問項目があって、はいと答えた方が次に進
んでいるので、移住交流を目的に空き家バンクを利用しているのが 374 件ということ
なので、それ以外にもあるんですね。4 百数十件は、移住交流ではなく空き家をどうす
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るかっていう問題で。ただうちのフィルターに引っかかりづらいで細かいところまで
は把握していないですね。
筆者：空き家バンクに関しては JOIN はどの程度まで干渉するんでしょうか。
D：うちとしてはホームページを作って、皆さんが発信できるように整備するのと、新
規の空き家物件も出せるっていう、そこまでなんですね今のところは。
筆者：ひとまずベースを作って、ということですね。
D：全国版のベースを作るっていうところに今は特化した取り組みをしています。あと
は自治体の中での処理として本格的に仲介までするところもあれば、問い合わせがあ
れば家主まで繋ぐだけ、というところもあります。
筆者：自治体で対応にも差があるということですね。
D：差が激しいですね。佐久市（の担当者）は自分自身も移住してきた 50 代の方だっ
たのですが、その方が窓口になって自分の体験を元に一緒に物件を見て回ったり。
筆者：実体験があるとまた全然違いますよね。
D：そういったところが“すごく進んでいる”自治体ですね。大分の豊後高田市もかな
り進んでいて、年間 2 十数件は空き家バンクも成立していて、結構すごいことなんで
すよ。そこも担当者をきちんと一人置いて、物件登録から仲介の世話までするってい
うような。そこまで進んでいるところもありますし、ホームページを作ったけど登録
物件も数件でずっとそのままというようなところもあります。小さい村とか町だとも
う何でも屋さんなんですよね。職員が少ないので。なので移住担当者を一人置けるか
どうかっていうところなので、空き家担当っていうと兼務の兼務っていう状態だった
りして、そういうところはほとんど動きもなくて、やっぱり差が激しいですね。
筆者：規模の問題っていうのもありますよね。以前他の自治体の方にもお話を伺って、
そこでもマッチングをやってらっしゃるんですが、成約件数がものすごく低い、それ
こそ年間 1、2 件あるか、ということで。
D：そうですね、普通にやってるとそんなところですね。
筆者：なので今年間 20 件以上と伺ってとても驚きました。
D：そういうところは自治体の職員と思えないくらいすごく頑張っていますね。トップ
もかなり推進していたり。説明会なんかに来られる自治体の中には「空き家バンクを
立ち上げたけどどうしていいかわからない」という相談も多いですね。
筆者：しかし成約件数がそれだけあるということは、それだけ問い合わせもあるとい
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うことですよね。
D：移住したい方って結構多いですし、特にこのアンケートだと若い方も多いんですよ
ね。意外に女性だと 30 代の方が移住に興味を持たれているんです。その理由としては
子育て環境と住宅ですね。都内だと狭いし、
筆者：家賃も高いですもんね。
D：家賃も安いし、広々とした家があるしご夫婦の場合奥さんが YES って言わないとだ
めな場合が多いですね。シニアの方も意外と女性がうんと言わないから動かないパタ
ーンもあるし。
筆者：そうですね、全く知らない土地に行くと孤立してしまう可能性もありますよね。
D：シニアの方は女性が行きたがらないケースが多いんですね。そうすると奥さんがい
いって言えば動きますね。若い人たちの場合はご主人の仕事が見つかって、奥さんも
子育てのびのびやりたいっていうと結構決まります。二極化してるんでしょうね。
筆者：体力もありますもんね。
D：新しい環境に飛び込むっていうのもね。田舎暮らしに憧れる人もいるみたいですね。
筆者：いや意外でした。若い人の方が多いっていうのが。
D：最近いろんな調査報告が出てるんですけど、ほとんどのものは母数が少ないんです
よね。でもこれは日本全体の人口の割合でとって、全体でも６万いるので信憑性は高
いほうだと思います。
筆者：私が今考えているビジネスモデルっていうのが、Airbnb ってご存知でしょうか。
アメリカで立ち上がったサービスで、家を貸したい人と宿泊したい人をマッチングさ
せるっていうものですが。
D：似たようなサービスでお話にきた企業がいましたね。都内でもバックパッカーとか
に空いているお家を貸すってことですよね。
筆者：本当ですか。日本だとそういうサービスってまだ少なくて。
D：ただ旅館業法とか法律でかなりグレーみたいですね。
筆者：都内で国家戦略特別区域だと少しだけ緩和されてるところもあるんですが。
D：そうですね。地方っていうよりも都心に関心が高いという感じですかね。
筆者：今考えているものはオリンピックまでの短期的なもので、将来的には地方の方
に出て行きたいんですけど。
D：そうなんですね。既にやってらっしゃる企業もあるみたいですね。ただやっぱり法
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律的な壁もあって…。さっき言ったお試しツアーとか農家民泊とかあるじゃないです
か、ああいうのも少しグレーなんですよね。
筆者：実際きっちり当てはめてしまうとそうなりますね。
D：この前いらした企業は、もっと空き家情報をデータベース化して、更にそういうビ
ジネスと将来的には繋げることはできないかっていうお話だったんですけど。地方は
難しいかなぁという感じで。逆に都会の空き家であればそういうのも、法律も緩和で
きるんであればモデルとしては成り立ちそうですよね。法律がどのくらい引っかかる
かわからないけど。
筆者：やっぱり政府的にもオリンピックに向けて、という意味で旅館業法を緩和する
傾向にはあるようですけど、それがどこまでっていうところですね。
D：そうですね。地方だとグリーンツーリズムとかあの辺の流れは結構みなさんやって
て、体験型のものは結構流行ってますよね。長崎の離島の方でもおもてなしを売りに
して、小さい島でも漁業体験ができてすごく売れているみたいですね。地域資源とし
ては何もないんだけれども、そういう仕掛け人の人がいろいろ動いていて。何か売り
があったほうがいいかもしれないですよね。あれですよね、管理運営する会社があっ
て、掃除も回ってってことですよね。
筆者：それは基本的にオーナーの方に管理運営していただく方向で考えています。
D：じゃあ本当にマッチングのところのシステム化ということなんですね。貸したい人
っていっぱいいるんでしょうか。
筆者：Airbnb の日本法人は 2014 年に立ち上がったんですが、その前から少し活動され
てたみたいで、その時すでに 2000 以上の登録があったみたいですね。やっぱり都内が
多いのかな。
D：やっぱり近所に住んでないと（管理は）難しいですよね。そこを一括してやってく
れる会社もあれば、持ち主が近所に住んでいなくても貸せるっていうのはあるかもし
れませんね。
筆者：ちょうど今その辺りを考えていて。Airbnb が直接オーナーに働きかけるってこ
とはなくて、オーナーの方がどうにかしようと思って登録するってところから始まる
んですが、それだと（サービスの）認知度によって差が出てきてしまうので。
D：地方は逆に貸したがらない人が多くてそれが課題なんですよね。だから都会とまっ
たく逆で、周りの目も気にされるみたいですね。よく仏壇とか荷物を置いてるって話
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もあるんですけど、それは解消しようと思えばいくらでもやりようはあるので。面倒
なだけだと思うんですよね。地方だと豪華な家でもせいぜい家賃 4 万くらいで。本当
に立地がいいとか駅近くだとかっていうところだとまた違いますが、私たちが空き家
バンクでやっているようなところはそんなに便利なところではないので。下手したら 1
とか 2 万くらいのところもありますね。さらに支援制度なんか使うと安くなったりと
か。お子さんがいると中学生くらいまで医療費タダっていうところは多いし、若い世
代に来て欲しいっていう地域が多いので、それで家賃も安いので旦那さんの給料が減
っても東京に比べるとね…
筆者：断然安く暮らせますね。
D：なので地方は貸したくない人が多いっていうのがまだまだ課題で、別にお金に困っ
ているからではなくて、地域活性化に一役買ってもらうという位置付けでなんとか紹
介してもらえませんかっていうのが、行政としてもあるので。実際仲介やるにしても
物件がたくさんないとできないので、双方を両輪にかけてっていうところが多いです
ね。その時はお金の問題だけじゃなくて、地域に貢献してくださいって協力してもら
う姿勢が必要というか。よそ者に家を貸すことに抵抗があるっていう話はよく聞きま
すね。その人がいい人だったらいいですけどね。
筆者：なんか一つ成功例があれば抵抗もなくなるんじゃないかとも思うんですが。
D：そうですね。私たちとしては移住ってなると家は絶対必要になってくるので、その
時に空き家バンクっていう存在が世の中に、普通に知ってもらえるようにしていきた
いなっていうのがあるんですね。登録するしないは別として、空き家バンクの制度自
体を知らしめていかないと、家ってすごく大事なものなので。そういうのもあるので
時間をとってでも企業のヒアリングはなるべく対応しているようにしています。
筆者：家っていうと日本人は新築を購入する傾向にありますよね。空き家っていう選
択肢がそこに出てくるかっていうとなかなか今は難しい。
D：そうですね。今後はリフォーム関係の企業も入れていこうとは考えているんですが、
企業と自治体とのバランスも課題の一つではあるので。空き家の難しいのは持ち主の
評価額と一般的な評価額の落差を埋めるっていうのも、契約がうまくいかない理由の
一つだと仰ってましたね。なので都会の空き家事情と少し違うかもしれませんね。投
資用マンションというのもありますし。
筆者：そうですね、結局使わないから空室になってるってことも多いみたいですね。
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D：家に関しては企業もたくさん来られているので、空き家も単に移住者に貸すだけで
はなくて、もっと色々な可能性っていうかね、選択肢があるといいと思うので。どう
してもうちが扱っているのは過疎が進んでいるような本当の田舎なので、逆にそうい
うところに住んでみたいという人がいればいいんですけど。
筆者：外国人の方は意外と好きな方が多いです。やっぱり日本の自然を楽しみたいっ
ていうことで来られる方もいるみたいですし。
D：そうですよね。そういう地域資源があって、お家があって、何かしら日本の体験が
できるといいですよね。田植えみたいな。そういう自然と、田舎と空き家っていうの
をセットにしてやると、自治体を巻き込んでいいんじゃないかな。
筆者：信頼面という部分で、若い人は Airbnb っていうような新しいサービスにも食い
つきがいいと思うんですけど、高齢者の方はやっぱり難しいかなと。
D：空き家バンクのメリットの一つはその信用っていうところですね。行政が間に入る
ってことで、知らない人に家を貸しても安心というか。そういうところにうまく入れ
るといいと思いますけどね。情報発信の仕方がまったく違ってますからね。
筆者：本日は貴重なお話ありがとうございました。
D：ありがとうございました。
